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はしがき

水道は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるが、水道事業を取り巻く

経営環境は、急速な人口減少や施設・管路の老朽化等により、年々、その厳しさ

を増している。 

今後、各団体においては、一層の経営努力として、広域化や民間活用等の抜本

改革や料金水準の見直しを進め、経営基盤の強化を図ることが必要となる。 

このような状況等を踏まえて、本研究会においては、水道事業における経営状

況及び水道料金のあり方等について検討するとともに、多様な給水方法のあり

方やＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術の活用方策等について、学識経験者や民間の有

識者、国及び地方自治体の水道関係者など、専門的かつ優れた識見を有する者に

意見を伺いつつ、検討を行うため、本研究会を設置し、今般、調査研究の成果を

報告書としてとりまとめたところである。 

最後に、この研究会を実施するに当たり、御多忙のところ委員をお引き受けい

ただいた先生方、種々の御協力をいただいた各位に対して、心から感謝申し上げ

る。  
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研究会の開催趣旨、概要及び議論の経過について 

１ 本研究会の開催趣旨について 

水道は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるが、水道事業を取り巻

く経営環境は、急速な人口減少や施設・管路の老朽化等により、年々、その厳

しさを増している。 

今後、各団体においては、一層の経営努力として、広域化や民間活用等の抜

本改革や料金水準の見直しを進め、経営基盤の強化を図ることが必要となる。 

このような状況を踏まえて、本研究会においては、水道事業における経営状

況及び水道料金のあり方等について検討するとともに、ICT、IoT 等の先端技

術の活用方策等について、学識経験者や民間の有識者、国及び地方自治体の水

道関係者など、専門的かつ優れた識見を有する者に意見を伺いつつ、検討を行

った。 

２ 本研究会の開催概要について 

  本研究会は、全５回にわたって開催した。各回における開催概要は、以下の

とおりである。 

日 時 討 議 事 項 

第１回 平成31年４月22日 ・本研究会の論点

・水道事業の現状

第２回 令和元年６月 25日 ・水道料金

第３回 令和元年９月 18日 ・人口減少を踏まえた今後の給水方法のあり方

等 

第４回 令和元年11月26日 ・水道事業における先進的な取組

・災害時の対応

第５回 令和２年２月７日 ・有収水量の将来推計

・報告書案

  また、令和元年８月 27 日から 28 日にかけて、福岡県北九州市（上下水道

局）及び熊本県荒尾市（ありあけ浄水場）を視察し、広域化及び官民連携の先

進事例などについて実態調査を行った。 
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３ 本研究会における議論の経過について 

本研究会においては、活発な意見交換が行われた。主な議論の経過は、以下

のとおりである。 

（１）水道事業における広域化について

水道事業における広域化については、 

・電力並とは言わないまでも、ある程度広域的な経営体制を構築していく必要

があるのではないか。 

・水道事業の経営統合に当たっては、経営状況やデータを見える化して、住民

等に時間をかけて説明していくことが重要である。

・広域化を契機に過大な設備投資が行われないよう、将来の人口動態や産業構

造を踏まえて、施設規模を決めるべき。 

等の意見が出された。一方で、 

・限界集落における簡易水道のように、経営統合などの広域化によって削減効

果があまり認められない事業もあることを認識すべき。 

・簡易水道を都道府県単位で広域化していくというのが現実的なのか。上水道

とは全く違う枠組みとして残していくべきという考え方もあるのではない

か。 

のように、広域化に限らず地域の実情に合わせた方策により経営基盤の強化を

図るべきといった意見もあった。 

（２）ICT、IoTの活用について

ICT、IoTの活用については、 

・働き方改革もあることから、業務を増やさないような枠組みが必要であり、

また、水道事業に従事する職員が減少していることを考えると、ICT、IoTを

活用した業務の効率化を検討していくべき。

・毎日の採水業務などはロボットを使って効率化することを考えても良いの

ではないか。

・IoT、AI 技術を活用して、水道の状況をリアルタイムで把握、監視できて、

それに基づいてスピーディーに対応するということが、今後必要となるので

はないか。

・毎日検査を始めいろいろな検査、維持管理やメンテナンスをする上で、IoT

技術、AI技術がビジネスチャンスになる。

・首長部局においては、情報政策担当課が旗振り役となって各分野で ICT化を

進めているが、公営企業の分野は別枠になっていることも多い。公営企業に

おいても首長部局の流れに乗り遅れないよう ICT 化を進めていく必要があ

るのではないか。 

といった ICT、IoTの活用をもっと進めるべきという意見が多く出された。 
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（３）水道料金の考え方について

  水道料金の考え方については、特に資産維持費について、 

・政令市などの大規模な水道事業者は、工事の平準化が可能だが、中小規模の

事業者は、工事の平準化が難しく、資産維持費という形で料金に上乗せする

方が望ましい。

・小規模な水道事業の場合、将来の施設や管路の更新費の詳細な積上げは難し

いことから、資産維持費を上乗せするという形の方が計算しやすいというメ

リットがあるのではないか。

・費用逓減産業では、いかにインセンティブを与えられるかが経済学的に重要

である。資金収支方式で料金を計算すると経営努力のインセンティブがほと

んど働かないというデメリットがある。このため、損益収支方式を導入し、

資産維持費を計上して料金対象原価を算定することで、経営体に効率化のイ

ンセンティブを付与していくことが大変重要である。

・資金収支方式の場合、コスト削減のインセンティブが生まれにくい。損益収

支方式かつ報酬率式であれば、事業規模に応じて客観的に資産維持費が決ま

るため、更新の際に施設規模を抑制するなどの合理化の努力が求められるこ

とになる。

といった損益収支方式で資産維持費を盛り込んだ料金とすべきという意見が

多かった。一方で、資産維持費を料金対象原価に含めている場合であっても積

上げ方式で計算している団体が多く、損益収支方式のメリットが発揮されてい

ないのではないかという意見があった。 

（４）災害時の対応について

災害時の対応については、 

・発災時に相互応援の仕組みが円滑に実施されるように連絡体制を充実すべ

き。

・災害復旧を行う際には、将来的な人口動態や産業の状況を踏まえ、適切な規

模で施設整備を行うべき。

・災害時の体制の構築については、これまでは応援側をメインとして考えてき

たが、今後は受援側の体制の整備についても検討していく必要がある。 

との意見があった。 

（５）有収水量の将来推計について

 有収水量の将来推計については、 

・人口だけを用いた将来推計よりも実態に近い数値が得られるという点で、世

帯数や世帯構成員数を加味した推計を行うことは意義があると考えられる。 
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・簡易水道しかない小規模町村においては、マンパワーが限られることから、

シンプルなモデルとすることで、担当者が、容易に理解し、利用できるよう

な有収水量の簡易推計ツールがあったら有用ではないか。 

・今後、各都道府県において「水道広域化推進プラン」を作成することとなる

が、その際にも、市町村レベルで有収水量の将来推計が出来るツールがあれ

ば、有用ではないか。

など、都道府県単位に加えて、市町村単位の推計方法があれば有用であるとの

意見が出された。一方で、将来推計を行う場合に懸念される事項として、 

・業務用の有収水量については、世帯数と世帯構成員数の変化では捉えきれず、

別途の推計方法が必要である。自営業など家庭用と業務用の水の利用が混在

しているような場合もあるため、業務用は推計が難しい。 

・有収水量の将来推計を行うためには、現在の利用実態を把握する必要がある。

現状では、利用者の属性ごとの水の利用のデータの取得は難しく、推計には

一定の限界がある。 

といった点を指摘する意見もあった。 

（６）その他

 水道におけるインフラ整備について、従来の緩速ろ過、急速ろ過に加えて、

浸透膜を活用した設備など技術革新が進んでいる。最適な施設規模を考えるに

当たっては、こうした新技術の活用も考慮すべきといった意見があった。 

４ 本研究会の成果と今後について 

 本研究会においては、水道事業における広域化、ICT、IoTの活用、あるべ

き水道料金の考え方、災害時の対応、有収水量の将来推計などいずれも人口

減少時代における水道事業を考える上で避けて通ることのできない課題につ

いて検討し、委員各位から多様かつ有意義な意見が出されたところである。

一方で、こうした課題は一朝一夕に解決することはできず、解決に向けた処

方箋を示していくためには、さらなる分析と検討が必要である。総務省にお

いては、本研究会の成果を踏まえ、引き続き、制度化を含めた対応の検討を

進めていただきたい。 
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資 料 編 





第１回資料 





「人口減少等を踏まえた今後の水道事業の経営のあり方に関する調査研究会」 

設置要綱 

１．趣旨 

水道は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるが、水道事業を取り巻く経営環

境は、急速な人口減少や施設・管路の老朽化等により、年々、その厳しさを増している。 

特に、計画給水人口が５千人未満である簡易水道事業や簡易水道事業同士が統合した

給水区域内の人口密度の少ない上水道事業など、経営条件が不利な団体においては、経

営環境がさらに厳しさを増すことが予想される。 

今後、このような経営条件が不利な団体においては、一層の経営努力として、広域化

や民間活用等の抜本改革や料金水準の見直しを進め、経営基盤の強化を図ることが必要

となるが、こうした経営努力を行っても、なお、現行の水道事業を維持することが困難

となる団体が出てくることが懸念される。 

このような状況等を踏まえて、平成 31 年度までの取組である簡易水道事業の統合に

ついて、成果検証を行い、今後あるべき姿を検証するとともに、多様な給水方法のあり

方やＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術の活用方策等についても検討することとする。これに

当たり、学識経験者や民間の有識者、国及び地方自治体の水道関係者など、専門的かつ

優れた識見を有する者に意見を伺いつつ、経営条件が不利な団体における水道事業のあ

り方について検討を行うため、「人口減少等を踏まえた今後の水道事業の経営のあり方

に関する調査研究会」を設置することとする。 

このほか、水道事業の経営に係る諸課題についても、必要に応じて調査・検討を行う

こととしたい。 

２．名称 

 本研究会は、「人口減少等を踏まえた今後の水道事業の経営のあり方に関する調査研

究会」（以下「研究会」という。）と称する。 

３．構成員 

別紙委員名簿のとおりとする。 

４．運営 

（１）研究会に、座長１人を置く。

（２）座長は、研究会を招集し、主宰する。

（３）座長は、不在の場合など必要の都度、これを代行する者を指名することができ

る。

（４）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その

意見を聴取することができる。

（５）本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定める。
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水道事業の現状

平成３１年４月２２日（月）

水道事業とは 水道事業の経営主体

水道用水供給事業
（取水から浄水処理までを行い、水道事業者に水道水を供給する事業）

（出典)平成29年度地方公営企業決算状況調査

水道事業

（一般の需要に応じて水道により水を供給する事業で、市町村
経営が原則）

・上水道事業 ： 給水人口が5,001人以上の事業
・簡易水道事業： 給水人口が101人以上5,000人以下の事業

事業数
（計）

公営

都道府県営 指定都市営 市営 町村営 企業団営

上水道
1,282 4 19 683 526 50

事業

簡易水道
事業

572 1 2 157 409 3

用水供給
事業

69 22 1 1 － 45

経営状況

（出典）厚生労働省資料を総務省が一部加工

（※「水道用水供給事業」は次ページ以降、「用水供給事業」という）

水道事業の概要

※ 事業数は、決算統計に基づく決算対象事業数（建設中のものを除く。）であり、
厚生労働省が認可している事業数とは異なる。

（出典)平成29年度地方公営企業決算状況調査

上水道事業 簡易水道事業

黒字事業,1,149

（89.6％）

赤字事業,133

（10.4％）

黒字事業,561

（98.1％）

赤字事業,11

（1.9％）
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(注) 1. 事業数は、決算統計に基づく決算対象事業数（建設中のものを除く。）であり、厚生労働省が
認可している事業数とは異なる。

2. 簡易水道事業には法適用事業及び法非適用事業の簡易水道事業を含む。

(出典) 平成29年度地方公営企業決算状況調査

事業数
現在給水人口

（千人）
年間総有収水量

（百万㎥）
料金収入
（百万円）

上水道事業 1,282 122,174 13,311 2,302,093

簡易水道事業 572 2,058 244 39,645

水道事業の規模

（用語の定義）

第三条 この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水として

供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。

２ この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業をいう。ただ

し、給水人口が百人以下である水道によるものを除く。

３ この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が五千人以下である水道により、水を供給する水

道事業をいう。

４ この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に対してその用水を供給する事

業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の設置者が他の水道事業者に分水する場合を除く。

（事業の認可及び経営主体）

第六条 水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。

２ 水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の者は、給水しようとする区域をその

区域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水道事業を経営することができるものとする。

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）（抄）

水道法における水道事業の規定
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水道法における水道

上水道事業
(1,381 ：うち大臣認可409)

給水人口が5,000人超の水道事業

簡易水道事業(5,629)
給水人口101人以上5,000人以下の水道事業

小規模自家用水道等
他に該当しない水道

給水人口100人以下の水道事業
飲料水供給施設

水道法上の衛生規制対象

水道法の規制対象外で地方公共団体が必要に応じて衛生対策を定めるもの

飲用井戸等衛生対策要領の実施について（厚生省生活衛生局長通知 昭和62年1月29日）

水道事業：一般の需要に応じて、
水道により水を供給する事業

寄宿舎、社宅等の
自家用水道等

（）内は平成27年度末の箇所数

専用水道
(8,208)

100人を超える居住者に給水

するもの又は１日最大給水量
が20ｍ3を超えるもの

水道用水供給事業(92：
うち大臣認可70)

水道事業者に対し水道用水を
供給する事業

認可（厚労大臣又は知事） 確認（知事）

簡易専用水道
(208,798)

貯水槽水道のうち受水槽の有
効容量10ｍ3超のもの

小規模貯水槽水道
(845,345)

簡易専用水道に該当しない貯
水槽水道

貯水槽水道：水道事業
から供給を受ける水の
みを水源とする水道

個人住宅の飲用井戸で
導管で飲用水を供給して
いるもの（水道）はこれに

該当

（出典）厚生労働省資料

上水道事業と簡易水道事業に係る規定の違い
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地方財政法と地方公営企業法における規定の違い

法律 項目 水道事業 簡易水道事業

地
方
財
政
法

企業債
（第５条）

第５条 地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもつて、その財源としなければならない。ただし、次
に掲げる場合においては、地方債をもつてその財源とすることができる。

一 交通事業、ガス事業、水道事業その他地方公共団体の行う企業に要する経費の財源とする場合

特別会計・
独立採算
（第６条）

第６条 公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計を設けてこれを行い、その経費

は、その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費及び当該公営

企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的

に困難であると認められる経費を除き、当該企業の経営に伴う収入をもつてこれに充てなければなら

ない。

地
方
公
営
企
業
法

財務規定
（第17～35条）

当然適用 任意適用

・経営成績及び財政状態を明らかにするため、発生主義・複式簿記を採
用し、資本取引と損益取引を区分して経理

・その性質上公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でな
い経費及びその公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその
経営に伴う収入のみをもって充てることが困難である経費については、
地方団体の一般会計又は他の特別会計において負担 等

※
（第2条③）

※ 政令で定める基準に従い、
条例で定めるところにより、そ
の経営する企業に、地方公営
企業法の規定の全部又は一
部を適用することができる。

組織・職員
（第７～16条、
第36～39条）

当然適用

・経営のために独自の権限を有する管理者を設置

（事業の規模が小さいものにあってはその企業の具体的な状況に応じ
条例で定めることにより管理者を置かないことができる。）

・企業職員の身分取扱の特例として、労働関係の特例（労働組合の結
成等）、職階制、給与（職務給であることに加え、能率給であること等）
及び地方公務員法の一部適用除外（人事委員会は、任用に関する部
分を除き、原則として関与しない等）が設けられている

（この法律の適用を受ける企業の範囲）

第二条 この法律は、地方公共団体の経営する企業のうち次に掲げる事業（これらに附帯する事業を含む。
以下「地方公営企業」という。）に適用する。

一 水道事業（簡易水道事業を除く。） 二 工業用水道事業

三 軌道事業 四 自動車運送事業 五 鉄道事業

六 電気事業 七 ガス事業

② 前項に定める場合を除くほか、次条から第六条まで、第十七条から第三十五条まで、第四十条から第四
十一条まで並びに附則第二項及び第三項の規定（以下「財務規定等」という。）は、地方公共団体の経営
する企業のうち病院事業に適用する。

③ 前二項に定める場合のほか、地方公共団体は、政令で定める基準に従い、条例（略）で定めるところにより、
その経営する企業に、この法律の規定の全部又は一部を適用することができる。

（計理の方法）

第二十条 地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用及び収益を、その発
生の事実に基いて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当てなければならない。

２ 地方公営企業においては、その財政状態を明らかにするため、すべての資産、資本及び負債の増減及び
異動を、その発生の事実に基き、かつ、適当な区分及び配列の基準並びに一定の評価基準に従つて、整
理しなければならない。

３ 前項の資産、資本及び負債については、政令で定めるところにより、その内容を明らかにしなければならな
い。

地方公営企業法における公営企業
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●交通（船舶）
●簡易水道
●港湾整備
●市場
●と畜場
●観光施設
●宅地造成
●公共下水道
○その他下水道
○介護サービス
○駐車場整備
○有料道路
○その他
（有線放送等）

◎地方公共団体では、法非適事業に地方公営企業会計を自主的に適用することが望まれる。
（任意適用には地方財政措置）

地方財政法第5条第1号に規定する公営企業

※ ●のついたものは、地財法第6条に規定する特別会計設置義務のある公営企業。
※ 地方公営企業のうち、法適用企業は3,301事業、法非適用事業は5,097事業となっている。（平成29年度）

＜法適用事業＞
（地公企法の規定を適用する事業）

＜当然適用事業＞ ＜任意適用事業＞
（地公企法２①②） （地公企法２③）

【全部適用事業】

●水道
●工業用水道
●交通（軌道）
● 〃 （自動車）
● 〃 （鉄道）
●電気
●ガス

【財務規定等適用事業】

●病院

自主的に適用

地方公営企業法の適用範囲

上水道事業と簡易水道事業の事業者数と経営状況
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（出典）総務省「地方公営企業決算状況調査」より作成

水道事業者数の推移

（割合）

※ （ ）内は、平成13年度の事業数を100とした場合の事業数。

1,905 
(100) 1,898  1,870 

1,651 

1,346 
1,330  1,326  1,317 

1,289  1,284  1,281  1,281  1,279  1,276  1,273  1,263 

1,282 
（67.3）

1,647 
(100)

1,644 
1,587 

1,232 

909 
891  872  848  808  794  779  768  759  749  737  707 

573 
（34.8）

0
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2000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

水道事業者数

簡易水道事業者数

平成の大合併

市町村数：3,232(H11.3.31) → 1,727(H22.3.31) (△1,505、△46.6%）

簡水統合推進

法適用
4.9%（28事業）

非適用
95.1%（544事業）

簡易水道事業の法適用率

水道事業の経営状況

(注) 1. 事業数は決算対象事業数（建設中のものを除く。）である。

2. 黒字額・赤字額は、法適用事業は総収支、法非適用事業は実質収支による。

3. （ ）書は総事業数（建設中のものは除く。）に対する割合である。

4. 簡易水道事業には法適用及び法非適用の簡易水道を含む。

(出典)平成29年度地方公営企業決算状況調査

年度

項目 上水道事業 簡易水道事業 用水供給事業 合計

総事業数 1,282 572 69 1,923

決算規模 33,296 1,334 5,184 39,814

収支 3,246 48 545 3,839

1,149 561 62 1,772
(89.6%) (98.1%) (89.9%) (92.1%)

黒字額 3,321 49 554 3,924

133 11 7 151
(10.4%) (1.9%) (10.1%) (7.9%)

赤字額 75 1 9 85

うち黒字事業数

うち赤字事業数

２９
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平成２９年度地方公営企業決算状況調査(経常収益)

（出典）平成２９年度地方公営企業決算状況調査

※法非適用であるため本来は総収益であるが、
この資料内では経常収益と文言を統一する。

１、用水供給事業 ３、簡易水道事業（法適用）

２、上水道事業 ４、簡易水道事業（法非適用）

〇 用水供給事業と上水道事業では、経常収益の大半は給水収益となっている。
〇 簡易水道事業では、給水収益（料金収入）とともに他会計補助金（繰入金）も多い。

経常収益
2兆7,649億円

経常収益
4,432億円

経常収益
55億円

給水収益
31億円
55％

その他収益
1億円
2％

長期前受金戻入
11億円
20％

他会計補助
12億円
22％

給水収益
3,820億円

86％

その他収益
56億円

1％

長期前受金戻入
526億円

12％

他会計補助
30億円

1％

給水収益
2兆3,021億円

83％

その他収益
2,089億円

8％

長期前受金戻入
2,064億円

7％

他会計補助
475億円

2％

料金収入
366億円

72％

その他収益
36億円

7％

他会計繰入金
108億円

21％

経常収益
510億円

（※）

給水人口規模別の経常収益の内訳【上水、簡水（法適）】

（出典）平成２９年度地方公営企業決算状況調査

簡易水道
（法適）

～0.5万人 0.5～1万人 1～1.5万人 1.5～3万人 3～5万人 5～10万人 10～15万人 15～30万人 30万人～
都及び

指定都市

事業数 28 44 186 139 268 200 209 90 77 49 20
経常収益（平均）
（億円） 2.0 1.4 2.4 3.7 5.5 9.4 16.3 27.1 43.6 104.7 448.2 

有収水量（平均）
（百万㎥） 57 50 86 151 249 433 773 1,340 2,164 5,322 21,448 

経常収益に占める給
水収益の割合（％） 55.3 69.9 69.7 74.4 79.8 78.8 82.2 83.1 83.5 85.1 85.3 

経常収益に占める他
会計補助金の割合
（％）

22.1 14.1 10.1 8.4 4.5 4.5 2.3 2.1 1.2 0.5 0.4 

経常収益に占めるそ
の他収益の割合（％）

2.2 5.1 4.4 3.6 5.0 5.9 5.6 6.0 7.2 7.1 10.3 
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水道事業の主な地方財政措置

【簡易水道】

＜上水道事業＞　単独

100%

水道事業債
（上水道事業分）

地方負担

【上水道】

【措置の概要】

１．建設改良に要する経費 【上水、簡水】

上水道事業においては、建設改良に要する経費に対する一般会計からの繰出等の措置は原則として講じていない。
簡易水道事業については、資本費負担の軽減を図るため、国庫補助金等を除いた簡易水道事業の建設改良に要する経

費に対して地方財政措置を講じている。

簡易水道事業の建設に要する経費

【スキーム】

(20.25)

(24.75)

元利償還ベースで普通交付税措置
※H23年度債以降は特別交付税措置

給水人口ベースで普通交付税措置

90%

企　業　債

全体事業費

事業費の1/4～1/2 地　方　負　担

国庫補助金等

企
業
債
振
替
分

（
臨
時
措
置

）

↑
元利償還金の1/2に

ついて一般会計繰出

↓

← 10% →

水道事業債
（簡易水道事業分）

元利償還金の全額に

ついて一般会計繰出
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【措置の概要】

２．水道水源開発・水道広域化施設整備事業 【上水】

（水道水源開発事業）

水源をダムに求める場合、ダムの建設費の負担や遠隔地からの導水施設等の建設費が巨額となり、その結果、給水原価が
著しく増蒿し、ひいては水道料金の大幅な引上げをせざるを得なくなることがあるため、国庫補助の対象となっているダム等の
水道水源施設の建設改良事業に対して地方財政措置を講じるもの。

（水道広域化施設整備事業）

水道事業を広域化することは、水源の相互融通による有効利用、施設の重複投資の排除及び合理的配置、管理面の充実に
よるサービス水準の向上等をもたらし、その効果は大きいものがあるため、国庫補助の対象となっている水道事業の広域化とし
て行う取水、導水、浄水等の施設の建設改良事業に対して地方財政措置を講じるもの。

国庫補助金等

1/3 1/3
（又は1/2、1/4）

　　元利償還金の１／２を普通交付税措置

国 庫 補 助 基 本 額
（水資源機構に係る負担金）

一般会計出資債 水道事業債

（又は1/6、5/12）
1/3

【スキーム】

※平成元年度以前については、建設改良費の１／３に相当する企業債の元利償還金について
一般会計から繰出し、当該繰出金の１／２について普通交付税措置。

全県で統合
（香川県）

統合度

経営統合

施設の
共同設置等

事務の
広域的処理

面
的
広
が
り２市町村

国庫補助対象

地財措置対象

３市町村以上

事業間の水平統合
（柏崎市、北九州市等）

浄水場の共同設置
（大牟田市・荒尾市）

浄水場の共同利用
（周南市・光市）

システム共同利用
（須崎市、四万十町、中土佐町）

（国庫補助対象事業）

（地方単独事業）

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

1/2 1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資 水道事業債

（地方財政措置のイメージ図）

３．水道広域化推進事業 【上水】

【措置の概要】＜国庫補助対象事業及び地方単独事業が対象＞

多様な広域化を推進するため、国庫補助対象事業及び都道府県の策定する「水道広域化推進プラン」に基づき実施される連
絡管等の整備、集中監視施設の整備、統合浄水場等の整備及びシステムの統合等、広域化に伴い必要となる地方単独事業に
要する経費の一部に対して地方財政措置を講ずるもの。
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経営戦略を策定した末端給水事業者が実施する、水道管路（国庫補助の対象となる管路に限る。）の耐震化
事業（H27～29の３か年に実施した耐震化事業の平均事業費（通常事業分）を上回る上積事業分に限る。）
また、一定の経営努力を前提（※）とした上で、経営条件の厳しい団体（次の要件①または②を満たす団体）を

特別対策団体として平成31年度に地方財政措置を拡充

【措置の概要】 ＜国庫補助対象事業及び地方単独事業が対象＞
＜H35までの時限措置（H21創設、H26、H31延長）＞

４．災害対策事業（水道管路耐震化） 【上水】

①経営条件が厳しいこと：有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の２倍以上
②管路更新負担が大きいこと：有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の1.5倍以上かつ有収水量１㎥当たり管

路延長が平均の２倍以上
※一定の経営努力を行っていること：供給単価（有収水量１㎥当たり給水収益）が全国平均以上

国庫補助金
事業費の１／３ 地方負担額の3/4

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資 水道事業債
地方負担額の1/4

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

国庫補助金
事業費の１／３ 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資
地方負担額の1/2

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

水道事業債

【一般分】 【特別対策分】（H31新規）

【スキーム】

５．高料金対策に要する経費 【上水、簡水】
【措置の概要】

自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が高額となり、高水準の料金設定をせざるを得ない事業について、
料金格差の縮小に資するため、資本費の一部に対して地方財政措置を講じるもの。

【対象要件】
上 水 道 ※1：前々年度の有収水量１㎥当たり ① 資本費 150円／㎥以上（全国平均(75円)の２倍） ② 給水原価 263円／㎥以上
簡易水道 ：前々年度の有収水量１㎥当たり ① 資本費 153円／㎥以上（全国平均） ② 供給単価 176円／㎥以上

【繰出基準額】
上 水 道：（当該団体の前々年度の有収水量１㎥当たりの資本費－150円／㎥）×年間有収水量
簡易水道：（当該団体の前々年度の有収水量１㎥当たりの資本費－153円／㎥）×年間有収水量× 1／2 ※2

＋（海水淡水化施設を保有する場合、稼働に要した電気料金と逆浸透膜交換に要する経費）

※2 簡水は建設改良に対し別途交付税措置があるため、資本費の1/2が対象

【簡易水道】

【上水道】

高資本費部分（繰出基準額）
※有収水量１㎥当たり資本費150円

（全国平均の2倍）以上

料金回収部分

資本費（減価償却費、企業債利息等）

繰出基準額の８割を交付税措置

高資本費部分（繰出基準額）
※　有収水量１㎥当たり資本費153円（全国平均）以上

料金回収部分

↑
50
%
↓

建設改良費に係る繰出基準

↑
50
%
↓

繰出基準額の８割を交付税措置

※1 供給単価が全国平均未満の高料金対策対象事業は、平成31年度から平成33年度まで繰出基準額を段階的に割り落とすこととし、平成34年度以降は高料金対策の対象外とする。
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人口密度に応じて措置率が異なる地方財政措置例

平

成

18
年

度

～

公共下水道（狭義）以外公共下水道（狭義）以外

平
成
17
年
度
ま
で

雨 水 ７ 割

公 費

汚 水 ３ 割

下水道事業債元利償還金に対する地方財政措置

うち７割を交付税措置

処理区域内人口密度（人／ha）
２５未満 ・・・・・・・４９％（事業費補正：44％、単位費用5％）

２５以上５０未満 ・・４２％ （事業費補正：37％、単位費用5％）

５０以上７５未満 ・・３５％ （事業費補正：30％、単位費用5％）

７５以上１００未満 ・・２８％ （事業費補正：23％、単位費用5％）

１００以上 ・・・・・・・・２１％ （事業費補正：16％、単位費用5％）

うち７割を交付税措置
４９％（事業費補正：４４％、単位費用：５％）

うち約７割を交付税措置

５０％（事業費補正：４５％、単位費用：５％）

うち７割を交付税措置

４２％（事業費補正：３７％、単位費用：５％）

（使用料）

（使用料）

公共下水道

公共下水道以外（集落排水施設等）

公費部分について公営企業繰出金として
地方財政計画に計上

合
流
式

分
流
式

公費

公費

雨水６割 汚水４割

雨
水
1
割

処理区域内人口密度25未満 6割

25以上50未満 5割

100以上 2割

50以上75未満 4割

75以上100未満 3割
（使用料対象資本費）

（使用料対象資本費）

雨
水
1
割

公費

汚水６割 （使用料対象資本費）

合計７割

参考

人口密度に応じて
地方財政措置を行った例

簡易水道事業の統合の推進
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簡易水道事業の統合の経緯

○ 簡易水道事業の経営の効率化・健全化、経営基盤の強化等を図るため、厚生労働省に

おいて、平成19年度から平成28年度までの10年間、期間を区切って簡易水道事業の統合

を推進（注１）してきた。
（注１）事業経営者が同一であり、一定の要件に該当する他の水道事業が存在している簡易水道事業に限る。

○ 総務省においても、同様の趣旨から簡易水道事業の統合を進めるべく、平成19年度から

は統合に要するソフト経費に地方財政措置を講じるとともに、平成22年度からは統合後に

実施する旧簡易水道施設の建設改良に要する経費について地方財政措置を講じている。

○ 厚生労働省において、東日本大震災などの自然災害による整備の遅れなど一定の条件

を満たした場合には、上水道事業に統合した旧簡易水道施設等への国庫補助について、

平成31年度まで延長（注２）することとした。
（注２）平成32年度以降も、上水道事業の資本単価等一定の要件を満たせば引き続き国庫補助の対象となる。

○ 総務省においては、平成28年度から高料金対策に係る地方財政措置について、統合後

の激変緩和措置を講じるとともに、国庫補助の延長に併せ、平成29年度から平成31年度ま

での間、

①簡易水道事業の統合推進に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講じること

②統合後の上水道事業における経営基盤の強化等を図るため国庫補助（簡易水道再編推

進事業）の対象となった統合後に実施する建設改良事業について、過疎団体等に対する

措置を拡充して地方財政措置を講じること

としている。

国庫補助の対象事業

平成18年度以前
平成19年度～平成31年度

（当初、平成28年度までの期限とされていたが、
平成31年度まで延長）

平成32年度以降

全ての簡易水道
（市町村営に限る）

平成19年度に実施した簡易水道に対する補助制度の見直し概要

①平成21年度までに統合した事業又は
統合計画を示した事業

②統合後の上水道の経営を圧迫する恐れのある旧簡易水道の整備事業（注２）

（注１）給水原価が全簡易水道事業の平均の半分以上であって、料金単価が全簡易水道事業の平均の半分以上かつ料金単価が給水原価の120％以
下であるもの。

③近隣に他の水道事業がないなど、統合が困難な簡易水道事業のうち、
一定の経営条件に該当する事業（注１）

統
合
後

簡
水

統
合
後

上
水

④上水道の補助制度の対象事業

（注２）他の水道施設から200ｍ以上の距離を有し、当該上水道事業の資本単価が全上水道事業の平均以上かつ当該施設の有収水量当たりの事業
費用が平均以上であるもの。 （出典）厚生労働省資料
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【スキーム】

【措置の概要】

簡易水道事業の統合推進（ソフト事業）に要する経費

簡易水道事業統合計画を策定し、事業内の簡易水道施設を整理・統合しようとする地方公共団体に対し、平成31年度ま
で、統合に密接に関わる経費であることが合理的に説明可能な経費（人件費は除く）について、経費の1/2について一般会
計から繰出しを行うこととし、当該繰出金について特別交付税措置（1/2）を講じるもの。

（対象経費）
・経費統合実施計画策定等に係る外部委託経費
・職員研修・視察に要する経費
等のソフト事業

1/2

　　一般会計繰出金の１／２を特別交付税措置

簡易水道統合推進に要する経費（ソフト事業）

一般会計繰出金 水道事業会計分

1/2

団体
簡易水道事業

※ 国庫補助対象事業及び地方単独事業
統合水道事業（激変緩和）
※ 国庫補助対象事業のみ

上水道事業

通常

○繰出対象
①水道事業債（臨時措置）の100％
②水道事業債（簡易水道事業分）の50％
（繰出金の100％を交付税措置）

○繰出対象
水道事業債元利償還金の50％
（繰出金の50％を交付税措置）
※平成31年度までの時限措置

○繰出対象
なし

過疎
辺地

○繰出対象
①水道事業債（臨時措置）の100％
②過疎債の70％（辺地債は80％）
③水道事業債（簡易水道事業分）の50％
（繰出金の100％を交付税措置）

○繰出対象
水道事業債元利償還金の60％
（繰出金の70％を交付税措置）
※平成31年度までの時限措置

○繰出対象
なし

90%

100%

統合前の簡易水道事業に係る建設改良

事業費の1/4～1/2 地方負担

国庫補助金

企
業
債
振
替
分

（
臨
時
措
置

）

← 10% →

水道事業債
（簡易水道事業分）

元利償還金の全額に

ついて一般会計繰出

元利償還金の1/2に

ついて一般会計繰出

90%

100%

統合前の簡易水道事業に係る建設改良

事業費の1/4～1/2 地方負担

国庫補助金

企
業
債
振
替
分

（
臨
時
措
置

）

← 10% →

水道事業債
（簡易水道事業分）

元利償還金の100％に

ついて一般会計繰出

過疎債（辺地債）

元利償還金の50％に

ついて一般会計繰出

交付税措置分70％

（辺地80％）について

一般会計を経由して

繰出

統合後の上水道事業（旧簡水区域）に係る建設改良

事業費の1/4～1/2 地方負担額の100％

国庫補助金

(簡易水道再編推進事業)

水道事業債
（上水道事業分）

元利償還金の50％に

ついて一般会計繰出

統合後の上水道事業（旧簡水区域）に係る建設改良

事業費の1/4～1/2 地方負担額の100％

国庫補助金

(簡易水道再編推進事業)

水道事業債
（上水道事業分）

元利償還金の60％に

について一般会計繰出

水道事業に係る建設改良に要する経費の財政措置
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※毎年度把握する資本費等により算定

1～5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
1.0 0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

［一定率］

簡易水道事業統合に伴う高料金対策の激変緩和措置

【措置の概要】

【スキーム】

1年目 5年目

Ａ事業の
高料金対策の額

統合後

Ｃ事業の
高料金対策の額

B事業の
高料金対策の額

統合

激変緩和措置額0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

1.0 

旧Ａ事業の
高料金対策の額

＋
旧Ｂ事業の

高料金対策の額

10年目統
合
前
基
準
額

統
合
後
基
準
額

簡易水道事業の統合に伴い、統合前に措置されていた高料金対策の額に比べ統合後の上水道事業の高料金対策の
額が減少となる場合がある。簡易水道統合を推進するため、平成２７年度以降に簡易水道を統合した団体を対象とし、統
合後の高料金対策の額が、統合前の事業がなお統合前の区域をもって存続した場合に算定される額を下回る場合、激
変緩和措置として統合前後の差額に対し、統合後の翌年度から１０年間、地方財政措置を講じるもの。
（６年目以降、段階的に縮減）。

簡易水道事業統合状況調査結果について

年度別公営簡易水道統合状況

注１） 平成27年度時点の特定簡易水道数及び平成28年度以降の事業統合数の見通しは調査結果による見込み数（平成30年3月時点）
注２） 特定簡易水道とは、公営の簡易水道のうち、①他の水道と同一の会計で経理、②他の水道施設と施設が接続、③道路延長で10㎞以内に他の水道事業が存在

のいずれかに該当する場合の簡易水道事業。
注３） 平成28年度に統合した事業数には平成29年4月1日付けで統合したものも含まれる。

H18
水道統計

H27
水道統計

事業統合数の見通し（括弧書きは残事業数）

H28 H29 H30 H31 H32以降 統合予定なし

簡易水道
事業数

公営 6,653 4,917

うち、特定簡易水道

4,332

1,601 510 206 590 ６５６

７６９
（2,731） （2,221) (2,015) (1,425) (769)

うち、特定簡易水道以外

585 -

公営以外
（私営、組合営等）

977 712 -

合計 7,630 5,629 -

6

286

86

155

123

0 

平成３２年度以降の統合となる理由（６５６事業）

①自然災害による遅延

②各種調整による遅延

③施設整備の遅延

④事務手続きの遅延

⑤その他

回答不備

213

127

110
49

109

26
135

統合しない理由（７６９事業）

①費用を負担できない

②地域住民の理解の問題

③統合先の経営圧迫

④人材不足

⑤地財措置の減少の問題

⑥公営企業会計適用の問題

⑦その他

（出典）厚生労働省資料を一部加工
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簡易水道事業統合に係る財政措置

H19～H28 H29～H31（※１） H32以降

国庫補助 地方財政措置

※１ 当初、平成28年度までの期限とされていたが、平成31年度まで延長
※２ 事業経営者が同一であって次のいずれかの要件を有する他の水道事業が存在する簡易水道事業。

（１）会計が同一であるもの。（２）水道施設が接続しているもの。（３）道路延長で、原則として10ｋｍ未満に給水区域を有するもの。

H29年度以降は国庫補助なし
（H31年度まで統合期間を延長した場合はH31年度までは対象となる）

特定簡易水道事業
（※２）

簡

易

水

道

統合の必要がない
簡易水道事業

（離島簡易水道等）

生活基盤近代化事業 等

統合しても

簡易水道事業
の場合

簡易水道事業が
統合して上水道事業

となった場合
（統合水道）

生活基盤近代化事業 等

生活基盤近代化事業 等 （※ H32年度以降も引き続き国庫補助対象）

建設改良に係る地方財政措置

建設改良に係る地方財政措置

建設改良に係る地方財政措置

簡易水道再編推進事業に係る地方財政措置 あるべき地方財政措置は？

統合して
いない場合

統合後の上水道事業のうち、資本単価が平均以上等、
「経営を圧迫する恐れのある旧簡易水道」の整備事業

簡易水道再編推進事業

水道事業の経営に係る課題

平成３１年４月２２日（月）
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水道事業を取り巻く課題

○ 急速な人口減少

・ 日本の人口は減少局面に入っており、2060年には、現在に比べて約３割の減少見込み

○ 有収水量の大幅な減少、水道料金収入の減少

・ 人口減少や節水機器の普及等による使用水量の減少により、約50年後の2065年には、ピーク
時より約４割減少の見込みであり、水道料金収入も減少傾向

○ 老朽化対策、耐震化対策等による更新需要の増大

・ 水道普及のために施設整備が進んだ昭和50年頃のピークから40年以上が経過し、老朽化対策
のための更新需要が増大

・ 一方、管路更新率は管路更新率は低調に推移していることから、更新需要が蓄積

○ 専門人材の確保等の組織体制の強化の必要性

・ 職員数がピーク時に比べ約４割減少しており、災害への備えや技術レベルの維持の観点から
専門人材の確保等の組織体制の強化が必要

（出典）平成29年版高齢社会白書（内閣府）をもとに総務省で加工

～2060年
▲3,409万人（▲27%）

696万人（41%）増

▲2,863万人（▲37%）

日本の人口推移
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水道事業の将来の需要水量【上水】

【推計方法】
①給水人口：日本の将来推計人口（平成29年推計）に上水道普及率（Ｈ27実績94.4％）を乗じて算出した。
②有収水量：家庭用と家庭用以外に分類して推計した。

家庭用有収水量＝家庭用原単位×給水人口
家庭用以外有収水量は、今後の景気の動向や地下水利用専用水道等の動向を把握することが困難であることから、家庭用有収水量

の推移に準じて推移するものと考え、家庭用有収水量の比率（0.310）で設定した。
③高位、低位は、日本の将来推計人口の死亡低位仮定出生高位（高位）、死亡高位仮定出生低位（低位）に変更した場合の推計結果である。

○日本の人口変動や節水機器の普及等による家庭での一人当たりの使用水量の減少により、有収水量は平成12年（2000年）を

ピークに減少しており、50年後（2065年）にはピーク時より約４割減少する。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

S49 S54 S59 H1 H6 H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29

簡易水道事業

上水道事業

普及率

水道事業（用水供給事業を除く）

（億円）

料
金
収
入

普
及
率

（％）

料金収入

普及率

水道事業の料金収入の推移【上水、簡水】

○ 水道事業の料金収入は、人口減少社会の到来、節水型社会への移行や産業構
造の変化などにより減少傾向にある。

（出典）地方公営企業決算状況調査

25,463
23,417

－ 26 －



○水道事業の過去の投資実績を見ると、水道普及のために施設整備が進んだ昭和50年頃のピークから40年以上が経過し、老朽

化対策のために更新需要が増大している。

※「投資額」は建設改良費を指す

（出典）厚生労働省資料

過去の投資実績【上水、用水】

管路経年化率・管路更新率の推移【上水】

（出典）日本水道協会 水道統計

○事業用資産の約７割を占める管路については、管路経年化が年々上昇する一方、管路更新率は低調に推移していることから、

更新投資が適時にされず、更新需要が蓄積しているものと考えられる。
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（出典）地方公営企業決算状況調査
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職員数のピーク

約４割減

職員数の推移 給水人口別の平均職員数

（人）

平成１８年度 平成２８年度 増減

職員 事業 平均 職員 事業 平均 職員 事業 平均

現在給水 数 体数 職員数 現在給水 数 体数 職員数 現在給水 数 体数 職員数

人口区分 (A) (B) (A)/ (B) 人口区分 (A) (B) (A)/ (B) 人口区分 増減 増減 増減

末端上水道 50,300 1,329 末端上水道 40,031 1,263 末端上水道

30万人以上 26,330 66 399 30万人以上 21,399 67 319 30万人以上 -4,931 1 -80

15～30万人 6,328 72 88 15～30万人 5,277 77 69 15～30万人 -1,051 5 -19

10～15万人 4,097 89 46 10～15万人 3,057 90 34 10～15万人 -1,040 1 -12

5～10万人 6,047 226 27 5～10万人 4,302 210 20 5～10万人 -1,745 -16 -7

3～5万人 3,145 212 15 3～5万人 2,449 196 12 3～5万人 -696 -16 -3

1.5～3万人 2,606 289 9 1.5～3万人 2,077 262 8 1.5～3万人 -529 -27 -1

1.5万人未満 1,747 375 5 1.5万人未満 1,470 361 4 1.5万人未満 -277 -14 -1

簡易水道事業 2,422 888 簡易水道事業 1,609 706 簡易水道事業

法適用 73 24 3 法適用 77 29 3 法適用 4 5 0

法非適用 2,349 864 3 法非適用 1,532 677 2 法非適用 -817 -187 -1

※「職員数の推移」グラフは、用水供給事業の職員数を含む

職員数の推移【上水、簡水】

○職員数は減少しており、平均職員数は給水人口の少ない団体ほど少ない。

「水道財政のあり方に関する研究会」の報告書と
当面の対策

平成３１年４月２２日（月）
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「水道財政のあり方に関する研究会」の開催

【設置目的】
〇 生活に不可欠なインフラである水道事業において、人口減少等による料金収入の減少や施設等の老朽化に伴
う更新投資による支出の増大により、経営環境が厳しさを増すなか、必要な更新投資の実施に伴い、中長期を見

通したときに、経営努力を行っても、持続的な経営が困難な団体が出てくることが懸念される。

〇 このため、各企業における経営努力を推進する方策及び、それを前提とした水道事業の持続的な経営を確保し

ていくための対応策について検討する。

【委員】

【スケジュール】

○ 平成30年1月～１１月まで計６回開催。

○ 平成30年12月に報告書を公表。

氏名 所属

石井 晴夫（座長） 東洋大学 経営学部 教授

有田 仁志 福岡県 北九州市 上下水道局長

石井 尚徳 静岡県 東伊豆町 水道課長

石田 直美 日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 プリンシパル

是澤 裕二 厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課長

塩津 ゆりか 愛知大学 経済学部 准教授

関口 智 立教大学 経済学部 教授

西田 浩治 兵庫県 健康福祉部 生活衛生課長

星野 菜穂子 和光大学 経済経営学部 教授

望月 正光 関東学院大学 経済学部 教授

１．水道は住民生活に必要不可欠なライフライン

２．経営環境が急速に悪化することが想定される

・急速な人口減少に伴う有収水量（※）の大幅な減

少と施設利用率の低下

⇐2065年の需要水量はピーク時より約４割減少

・老朽化対策と災害対策に伴う更新需要の増大

⇐H28年度の管路更新率は0.75％にとどまり、

管路経年化率は14.8％となり上昇傾向

３．専門人材の確保等の組織体制の強化も課題

水道事業の現状と課題

○ 中長期の経営見通しに基づく経営基盤
の強化を推進

＜適切なアセットマネジメントに基づく更新＞

中長期の視点に立った需要と供給体制の見通し
を踏まえた上で、適切なアセットマネジメントによる
トータルコストの縮減や更新需要の平準化を図り、
着実な更新を行うこと

＜料金収入の確保＞

人口減少に伴う料金収入の大幅な減少が懸念さ
れる中、更新需要の増大も踏まえ、計画的な料金
水準の見直しを行うこと

＜広域化、民間活用、ICTの利活用等の推進＞

中長期の収支均衡、収支改善を図るため、広域
化、民間活用、ICTの利活用等に取り組むこと

持続的な経営を確保するための
基本的な考え方

１．「広域化推進プラン」による広域化の推進

○ 市町村の区域を越える広域化は、幅広い効果を期待できるため、多様な取組を推進する必要

（広域化の効果）
・経営統合は、経営資源を一元的に管理し、経営基盤を強化する効果が最も期待できる
・経営統合が実現しにくい地域においても、施設の共同設置や管理の一体化等の部分的な広
域化により、コスト削減や専門人材の確保等の効果が期待できる

○ 都道府県を中心とした計画的な取組が重要であることから、都道府県による「広域化推進プラ
ン」の策定を進めるべきであり、国においても、策定を促していく必要

○ 国においても、広域化に係る財政措置の拡充を検討すべき

２．適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進

○ 住民生活に必要不可欠なライフラインであり、大規模な資産を有する水道事業においては、中
長期的な視点に立った適切な維持・更新が極めて重要

○ 各団体において、アセットマネジメントの導入を進めるとともに、その水準を引き上げる必要が
あり、国においても、対策を講じる必要

○ すべての地域で水道サービスが持続的かつ安定的に提供されるよう、経営条件が厳しく、更
新投資が進んでいない団体においても、着実な更新投資を進める必要

○ 国においても、このような経営条件の厳しい団体における更新投資に係る財政措置について
検討すべき

今後の具体的な取組方策

※料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量

経営統合 施設の共同設置・共同利用 管理の一体化

【広域化の主な類型のイメージ】

「広域化推進プラン」：広域化の多様な類型に応じたシミュレーションを実施し、効果を比較した上で、
広域化の基本的な考え方やスケジュール等について定めた計画

「水道財政のあり方に関する研究会」報告書（概要）（平成30年12月）

※ 報告書の全⽂は総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/water_supply_finance/index.html）において公表している。
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人口減少等に伴うサービス需要の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等、水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増
す中で、水道事業の持続的な経営の確保のために、「水道財政のあり方に関する研究会」報告書を踏まえ、下記事項について積
極的に取り組まれたい。

１．「水道広域化推進プラン」による広域化の推進
 複数の市町村が区域を超え、連携又は一体的に事業に取り組む

広域化については、スケールメリットによる経費削減や組織体制の
強化等の幅広い効果が期待できるため、積極的に推進すること。

 広域化の中でも、経営統合は、経営主体が単一となり、施設の統
廃合や人員、財源等の経営資源を一元的に管理するため、給水原
価の削減、専門人材の確保等、経営基盤を強化する効果が最も期
待できること。

 一方、地理的要因等により経営統合の実現が困難な地域におい
ても、施設の共同設置や共同利用等により、更新費用や維持管理
費用の削減等の効果が期待できること。

 このため、各都道府県においては、地域の実情に応じた多様な広
域化を進めるため、広域化の推進方針やこれに基づく具体的取組
の内容等を記載した「水道広域化推進プラン」を平成34年度末まで
に策定し、その取組を推進すること。また、水道事業者である市町村
等においては、都道府県とともに同プランに基づく水道事業の広域
化に積極的に取り組むこと。

２．アセットマネジメントの充実
 水道事業における大規模な事業用資産を将来にわたり適切に維

持・更新していくため、中長期の視点に立った需要の変動と供給体
制の見通しを踏まえた適切なアセットマネジメントに基づき、更新投
資を着実に進めること。

 アセットマネジメントを実施していない団体においては、速やかに
取組に着手するとともに、実施している団体においても、その水準を
高めること。

３．着実な更新投資の促進

 水道は住民生活に必要不可欠なライフラインであり、老朽化による
事故等が発生した場合には、国民生活に大きな影響を与えることか
ら、すべての地域で水道サービスが持続的かつ安定的に提供される
よう、着実な更新投資を進めること。

 このため、一定の経営努力を前提としつつ、経営条件が厳しく、現
状において更新投資が進んでいない団体においても着実な更新投
資が実施されるよう、地方財政措置を拡充することとしており、これ
らの団体においても、適切に対応すること。

４．料金収入の確保

 資産の大量更新時期が到来する中、更新投資に要する経費が増
大する一方、料金収入の大幅な減少が懸念されるため、経営戦略
の策定等を通じ経営基盤の強化を図る観点から、収支均衡を図るた
めの計画的に料金水準を改定すること。

５．民間活用の推進

 広域化と併せて、指定管理者制度や包括的民間委託、PPP/PFI等
の民間活用の取組も積極的に検討すること。

６．ICT、IoT等の先端技術の活用

 既に、多くの水道事業において、浄水場等の集中監視・遠隔操作
や水質の自動管理等が導入されていること。

 今後は、水道スマートメーターによる自動検針や漏水情報の自動
収集等についても、実証実験の結果を踏まえ、活用を検討すること。

今後の具体的な取組⽅策今後の具体的な取組⽅策

水道事業の持続的な経営の確保のための方針（平成31年１月25日付け公営企業３課室事務連絡）

「『水道広域化推進プラン』の策定について」
（平成31年１月25日付け 総務省自治財政局長、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知）

１．水道広域化推進プランの基本的な考え方

（１）水道広域化推進プランについて
市町村の区域を超えた水道事業の多様な広域化を推進するため、広域

化の推進方針や、これに基づく当面の具体的取組の内容等を定めるもの。

（２）策定主体、策定体制
策定は、都道府県が行うこと。
市町村財政担当課が主たる取りまとめを行い、水道行政担当課や企業

局等が参加するなど、関係部局が連携し一元的な体制を構築すること。

（３）策定スケジュール、公表等
平成34年度末までに策定し、公表すること。策定後も、取組の進捗状況

等に合わせ、適宜改定すること。
策定状況について、毎年度、調査・公表予定。

経営統合や施設の共同設置、事務の広域的処理等、多様な広域化について、都道府県を中心として、具体的かつ計画的に取
組を進めていくため、都道府県に対し、平成34年度末までの「水道広域化推進プラン」の策定を要請。

２．水道広域化推進プランにおける具体的な記載事項

以下の項目について所要の検討を行い、記載することが適当。

（１）水道事業者ごとの経営環境と経営状況に係る現状と将来の見通し
経営環境（給水人口、有収水量等）と経営状況（職員体制、施設状況、更新投

資額、給水原価等）に係る項目について、人口減少や更新投資需要の増大
等を反映し、現状と将来見通しを明らかにすること。

（２）広域化のパターンごとの将来見通しのシミュレーションと広域化の効果
地域の実情を踏まえた広域化のパターンごとに、（１）の項目について将

来見通しのシミュレーションを行い、広域化の効果を明らかにすること。

（３）今後の広域化に係る推進方針等
（１）及び（２）に基づき、今後の広域化の推進方針並びに今後進める広

域化の当面の具体的取組の内容（想定される広域化の圏域とその方策）
及びそのスケジュールについて記載すること。

３．水道広域化推進プランの策定等に当たっての留意事項

（１）策定のためのマニュアル
策定の参考となるマニュアルを今年度中に発出予定。

（２）都道府県の区域を超えた広域化の取組
都道府県の区域を超える広域化の取組については、いずれかの都

道府県の広域化推進プランに記載すること。

（３）水道基盤強化計画との関係
水道広域化推進プランは、水道基盤強化計画を見据え、これに先

立って策定するものであり、最終的には水道基盤強化計画に引き継
がれることを想定。

（４）都道府県水道ビジョン等との関係
水道広域化推進プランの策定に当たっては、都道府県水道ビジョン

や、区域内の水道事業者が策定した経営戦略の記載内容の活用が
可能。

（５）水道広域化推進プランに基づく取組の推進
水道事業者である市町村等は、水道の基盤強化を図る観点から、

都道府県とともに、水道広域化推進プランを踏まえ、水道事業の広
域化に取り組むことが重要。

４．地方財政措置等

水道広域化推進プランの策定に要する経費について、「生活基盤
施設耐震化等交付金」の対象とするとともに、地方負担額について、
平成31年度から平成34年度までの間、普通交付税措置を講ずる。
また、水道広域化推進プランに基づき実施する広域化のための施

設やシステムの整備に要する経費について、地方財政措置を講ずる。
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ア 自然・社会的条件に関すること

イ 水道事業のサービスの質に関すること

ウ 経営体制に関すること

エ 施設等の状況に関すること

オ 経営指標に関すること

水道事業者に係る基礎的事項、給水人口、産業
の動向といった自然・社会的条件に関すること

（３）経営上の課題

・中長期の課題を把
握分析するため、40
～50年程度の期間
を設定

・客観的な人口推計、
施設・設備の老朽化
の状況等を各項目
に反映

・アセットマネジメント、
官民連携、ダウンサ
イジング等の経営方
策を各項目に反映

（２）将来見通し（１）現状

・左記のア
～オの事
項について、
図表等を用
いながら分
かりやすく
現状を分析

・都道府県
水道ビジョ
ンや各事業
者の経営
戦略等も活
用

「水道広域化推進プラン」の全体像（イメージ）

水安全計画の策定状況、災害時の対応計画と
いった水道事業のサービスの質に関すること

職員の状況、業務委託の状況、広域化の状況
といった経営体制に関すること

水源の状況、給水能力、浄水場や管路等の耐震化
・経年化の状況といった施設等の状況に関すること

更新経費、収益的支出、水道料金、収益性・安
全性等の経営指標に関すること

（１）広域化パターンの設定

（２）広域化のシミュレーション

・経営統合や施設の共同設置・共同利用、事務の広域
的処理など、広域化の多様な類型の中から、圏域や当
該地域における実現可能性等も踏まえ、検討を行う広
域化パターンを設定

・既存の圏域を基本としたシミュレーション等を行うこと
も考えられるが、広域化の類型によっては圏域を超え
た広域化パターンの検討も重要

・（１）で設定した広域化パ

ターンごとにシミュレーション

を実施し、効果を算出

・（１）で設定した広域化パ

ターンを組み合わせ、左記

のア～オの事項に基づき、

広域化した場合の複数の将

来見通しを策定

・実際には、各都道府県に

おける広域化の検討状況等

を踏まえ、先行してシミュ

レーション等を実施している

団体の事例等も参考に実施

現状と将来見通しを踏まえて明らかとなった課題を列挙

（例）

・水需給の不均衡 ・災害への対応 ・職員数の減少

・有収水量の減少に伴う、施設利用率の低下

・老朽化、耐震化対策の必要性

・料金収入の減少 ・更新需要の増大 ・経営状況の悪化

比較

・当面実施する具体的取組やスケジュールについて、必要な施設の整備内容や検討のための協議会
の開催など、水道広域化推進プラン策定時において決まっていることを記載

・特に、地方単独事業については、事業を具体的に実施する前に、事業目的や事業期間、事業費概
算などを記載し、策定時において決まっている他の広域化に係る事業（国庫補助事業等）との関係性
も含め、広域化推進方針に照らした事業の整合性を明らかにすることが重要

（２）当面の具体的取組内容及びスケジュール

・広域化のシミュレーションと効果
の算出を踏まえて、今後の広域化
の推進方針を記述

（１）広域化の推進方針

効果の算出

・設定した複

数の将来見通

しについて、

自然体での将

来見通しと比

較し、定量的・

定性的に総合

的な効果を分

析

水道広域化推進プラン策定マニュアル
（平成31年3月策定）

平成31年度における地方財政措置

○広域化に関する事業に係る地方財政措置の拡充
○管路耐震化事業に関する地方財政措置の延長・拡充
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○ 都道府県に対し、平成34年度までに「水道広域化推進プラン」を策定するよう要請
（「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成31年1月25日付け総務省自治財政局長、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知））

○ 同プランに基づく多様な広域化を推進するため、経営統合だけでなく、施設の共同設置や事務の広域的処
理等の地方単独事業を対象に追加

○ 一般会計出資債（地方負担額の1/2）の元利償還金について、交付税措置率を50％から60％に拡充

広域化に関する事業に係る地方財政措置の拡充

【国庫補助事業】

【国庫補助事業】（交付税措置率拡充 50%→60%）

＜現行措置＞※地方単独事業は対象外

＜H31～＞
【地方単独事業】（新規）

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について１/２を普通交付税措置

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

地方負担額

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

拡充

1/2 1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資 水道事業債

（参考）広域化に係る地方財政措置の対象拡充イメージ

高料金対策の激変緩和措置

○ 水道事業が市町村の区域を超えて経営統合を行った場合、統合前の事業に係る高料金対策の措置

額が減少または皆減する場合があるため、広域化を推進する観点から、統合の翌年度から10年間、高

料金対策に係る激変緩和措置を講じることとする（６年目以降、段階的に縮減）。

※ 簡易水道事業の統合については、既に同様の激変緩和措置を講じている

＜高料金対策の激変緩和措置スキーム図＞

繰出基準による高資本費部分
（有収水量１㎥当たり資本費の

全国平均２倍超）

料金回収部分
（有収水量１㎥当たり資本費の全国平均２倍まで）

資本費（減価償却費等）

８割を交付税措置

（参考） 上水道事業の高料金対策のスキーム図

1年目 5年目

高料金対策の額

高料金対策の額

A事業 B事業 C事業（統合後）

統合

激変緩和措置額0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

1.0 

10年目統
合
前
基
準
額

統
合
後
基
準
額

高料金対策

対象外
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水道管路耐震化事業に関する地方財政措置の延長・拡充

○ 着実な更新投資と災害対策を進めるため、管路の耐震化に係る地方財政措置を５年間延長（H35まで）

○ 経営条件の厳しい団体について、一般会計からの繰出を1/4から1/2に拡充 【特別対策分の創設】

＜現行措置（H26～H30）＞

【一般分】（延長）

※地方単独事業も対象

＜延長・拡充後（H31～H35）＞
【特別対策分】（新規）

※地方単独事業も対象

国庫補助金
事業費の１／３ 地方負担額の3/4

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資 水道事業債
地方負担額の1/4

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

国庫補助金
事業費の１／３ 地方負担額の3/4

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資 水道事業債
地方負担額の1/4

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

国庫補助金
事業費の１／３ 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資
地方負担額の1/2

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

水道事業債

供給単価が全国平均以上であり、次の要件①または②を

満たす団体
①有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の２倍以上
②有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の1.5倍以上かつ有収
水量１㎥当たり管路延長が全国平均の２倍以上

（参考）特別対策分の要件

簡易水道事業における公営企業会計の適用の推進
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簡易水道事業における地方公営企業法適用の意義

公営企業を取り巻く状況の変化と簡易水道事業における改革の必要性

（公営企業を取り巻く状況の変化）
○ 著しい人口減少等による料金収入の減少・施設・管路等の老朽化に伴う更新投資の増大・国・地方を通じた厳しい財政状況

（簡易水道事業における改革の必要性）
○ 独立採算が原則の中、総収益に占める他会計繰入金の割合が高く、経営基盤が脆弱
○ 原価計算の基礎となる損益情報やストック情報等、経営状況の的確な把握のために必要な情報が不十分なことから、
適切な料金水準の設定がなされていない

○ 経営比較分析表も十分に活用できず、上水道事業との経営状況の比較を十分に行えないため、広域化の検討に支障を
きたすおそれ

期待される効果

将来にわたっての経営の持続可能性が脅かされている

将来にわたり持続可能な経営基盤の確保のために必要な情報の把握

企業間での経営状況の比較企業間での経営状況の比較

分かりやすい財務情報に基づく
住民や議会によるガバナンスの向上

分かりやすい財務情報に基づく
住民や議会によるガバナンスの向上

職員の経営マインドの育成職員の経営マインドの育成

持続可能なストックマネジメント等の推進持続可能なストックマネジメント等の推進

広域化、民間活用等の抜本改革の推進広域化、民間活用等の抜本改革の推進

適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能に適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能に













○ 経営成績（毎年度の利益・損失等フロー情報）・財政状態（資産・負債等ストック情報）の早期把握等が可能に

地方公営企業法の財務規定等の適用

「経営の見える化」による経営基盤の強化が必要

経済・財政一体改革
「集中改革期間」

要

請

（
総
務
大
臣
通
知
等

）

【要請内容】

平成27年度から平成31年度まで（平成32年度予算・決算まで）
の「集中取組期間」において、以下のとおり、公営企業会計への
移行が求められる。

① 下水道事業及び簡易水道事業を「重点事業」と位置づけ、以
下のとおり公営企業会計に移行することが必要であること。
・ 都道府県及び人口３万人以上の市区町村等については、
下水道事業（公共下水道及び流域下水道）及び簡易水道事業
について集中取組期間内に移行することが必要であること。
なお、集落排水及び合併浄化槽についても、できる限り移行
対象に含めることが必要であること。

・ 人口３万人未満の市区町村等については、下水道事業及
び簡易水道事業についてできる限り移行することが必要であ
ること。

② その他の公営企業については、集中取組期間内に各地方公
共団体の実情に応じて移行することが望ましいこと。

集中取組期間
（H27年度～H31年度）

地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに的確に取り組むためには、民間企業の会計基準と同

様の公営企業会計を適用し、経営・資産等の状況の正確な把握、弾力的な経営等を実現することが必要。

○ 下水道・簡易水道については、新たなロードマップを明
確化し、人口３万人未満の団体における公営企業会計
の適用を一層促進する。

（「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定）より）

公営企業会計適用の取組状況（H30.4.1時点）

【３万人以上の地方公共団体】
公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の
団体の割合（※）
→ 下水道事業 99.4％、簡易水道事業 95.8％

（（参考） H29.4.1時点 下水道事業 98.8％、 簡易水道事業 92.6％ ）

※上記の下水道事業はH27.1.27付け総務省自治財政局長通知
により要請している公共下水道及び流域下水道に限る。
なお、下水道事業全体における、公営企業会計を「適用済」
及び「適用に取組中」の団体の割合は98.1％。

【３万人未満の地方公共団体】
公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の
団体の割合
→ 下水道事業 27.6％、 簡易水道事業 42.9％

（（参考） H29.4.1時点 下水道事業 24.8％、 簡易水道事業 42.0％ ）

H30H29H28H27
H27.1

H31
H26.8

公営企業会計の適用の推進について

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
提
示

小規模団体における公営企業会計適用の推進
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H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

○簡易水道・下水道（公共・流域）

＜人口３万人以上＞

○簡易水道・下水道（公共）

＜人口３万人未満＞

○下水道（集排・浄化槽）

○その他の事業

団体の実情に応じて移行

移行

＜拡大集中取組期間＞

できる限り移行

（移行完了）

現ロードマップ

公営企業会計の適用拡大に向けた新たなロードマップ

新ロードマップ

H27.1月
総務大臣通知等により要請

H31.1月
総務大臣通知等により要請

＜現集中取組期間＞

ただし、すでに廃止が決定している等、将来にわたる継続を見込まな
い事業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な
市区町村については、この限りでない

公営企業として継続的に経営を行っていく以上、原則として公営企業
会計への移行が求められる。特に、資産規模が大きく、多額の更新投資
を要する事業については、積極的に移行を検討

移行

できる限り移行

新たなロードマップに基づき、小規模団体においても取組が着実に推進されるよう、
引き続き地方財政措置を講ずるとともに、会計適用に係るマニュアル、専門人材による人的支援、都道
府県による支援体制等の充実を図る。

各地方公共団体における公営企業会計適用の進捗状況を踏まえ、地方公営企業法における財務規
定等の適用範囲の拡大等、地方公営企業法の改正を含めた今後の公営企業制度のあり方について
検討。

１．マニュアル等の作成

４．地方財政措置

公営企業会計の適用拡大に係る支援方策

○ 公営企業会計の適用に係る具体的な業務について取りまとめたマニュアルや、先行団体の事例を掲載した
先進事例集、団体からの質問を取りまとめた質疑応答集を作成・公表（平成31年３月29日）。

⇒ 利便性向上のため、各種マニュアル等を一元化した上で、地方公共団体における取組の進捗や各団体との
質疑応答を踏まえ、先進事例集や質疑応答集を充実。

○ 公営企業会計の適用に要する経費の財源に充当するための公営企業債（公営企業会計適用債）を措置。

⇒ 下水道事業及び簡易水道事業（重点事業）について、元利償還金に対する交付税措置を継続するとともに、
重点事業以外の事業についても新たに交付税措置。

２．人的支援制度

○ 市町村に対する専門人材の派遣等により、公営企業会計の適用に係る個別具体的な助言を実施。

⇒ 派遣制度の量的・質的な拡充を図るとともに、専門人材を活用し、小規模な団体における公営企業会計の適
用のモデル事業を導入。

○ 現在、各都道府県が市町村を対象として、公営企業会計の適用の推進のための研修等を実施。

⇒ 市町村の取組支援のため、都道府県と市町村が参加する体制を構築し、当該体制の下で、個別相談会や、
専門人材の養成及び各市町村への派遣を実施。また、都道府県がこれらの取組に要する経費について、新た
に交付税措置。

３．都道府県による市町村の支援
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プラットフォーム（都道府県－市町村連絡会議）の設置

都道府県による市町村支援体制の構築

○ 都道府県は個別市町村の状況を把握し、上記の取組を通じ、適切な助言等を実施
○ 市町村は自団体の課題を把握するとともに、他団体との情報交換を通じて取組を促進
○ 都道府県が招聘する専門人材のサポートにより、専門性を確保

研修会等

人的支援

複数市町村による共同発注のコー
ディネート

個別相談会等

市町村間の連携支援

○ 新ロードマップの推進に向けて都道府県に対し、個別市町村の状況を的確に把握し、その取組を総合的に支援することを要請。
○ 市町村の取組に要する経費（会計適用債の対象）や、都道府県が行う市町村支援に要する経費について、普通交付税措置。

都道府県
市町村財政担当部局

都道府県
公営企業部局

有識者・専門人材
（自治体OB等）

市
町
村

の
取
組

都
道
府
県
の
支
援

会計適用完了作業開始 運用準備

資産台帳の
整備

システム整備 予算編成 日常経理・決算
予算執行

専門人材の発掘・養成・リスト化・市町村への派遣コーディネート

◇公営企業会計とは
◇業者委託に係る留意事項

都道府県企業部局を中心として、
市町村間の連携体制を構築

市町村の招聘経費には人材ネット事業を活用

専門人材や地方公共団体金融機構等の講師派遣制度を活用

専門人材を活用

資産台帳の整備に必要な作業 複式簿記の会計システム処理 ４条予算の編成上のポイント 複式簿記による日々仕訳の手法

◇会計適用に必要な予算の要求
◇事業者選定上の留意点

決算簿等による取得原価の登録 業者への支払額の妥当な水準 適切な勘定科目の設定 日々仕訳の実務負担への対応

市町村間の情報交換等の機会を確保

事前準備
関係部局との調整
職員の養成 等

事前準備
事業者への委託

参考資料
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「経済財政運営と改革の基本方針2018」（抄）

（平成30年6月15日閣議決定）

第３章 経済・財政一体改革の推進

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題

（３） 地方行財政

（持続的な地方行財政制度の構築）

人口減少・高齢化の下、社会保障給付と負担の推計、学校施設や上下水道をはじめとするインフラ維持更新費の中長

期見通し等も踏まえ、地方単独事業を含め、医療・介護、教育や子ども・子育て、ライフラインを維持するインフラ等に係

る経費や制度的な課題について、関係府省が連携し、今後の動向を検証し、必要な対応策を検討する。

（公営企業・第三セクター等の経営抜本改革）

公営企業の広域化、連携、再編・統合など経営の抜本改革を加速する。公営企業の経営戦略の策定及びＰＤＣＡ等を

通じて、更新費用や料金、繰出基準外の繰出金を含めた他会計からの繰入状況等の収入・支出や、管理者の情報の

「見える化」や、繰出基準の精査・見直し、事業廃止、民営化、広域化等及び外部の知見の活用といった抜本的な改革

等を推進する。あわせて、総務省は改革の進捗や成果の定量的把握を強力に進め、公営企業の一層の経営基盤の強

化とマネジメントの向上を促す。下水道・簡易水道については、新たなロードマップを明確化し、人口３万人未満の団体

における公営企業会計の適用を一層促進する。第三セクター等については、財政的リスク状況を踏まえ、各地方公共団

体における経営健全化のための方針の策定・公表を推進する。

水道・下水道について、広域化・共同化の推進を含め、持続的経営を確保する方策等を検討し、具体的な方針を年内

に策定する。先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導入や広域化・連携を促

進する。また、公立病院について、再編・ネットワーク化を推進する。

１．関係者の責務の明確化
①国、都道府県及び市町村は水道の基盤の強化に関する施策を策定し、推進又は実施するよう努めなければならないこととする。
②都道府県は水道事業者等（水道事業者又は水道用水供給事業者をいう。以下同じ。）の間の広域的な連携を推進するよう努めなけ
ればならないこととする。

③水道事業者等はその事業の基盤の強化に努めなければならないこととする。

２．広域連携の推進
①国は広域連携の推進を含む水道の基盤を強化するための基本方針を定めることとする。
②都道府県は基本方針に基づき、関係市町村及び水道事業者等の同意を得て、水道基盤強化計画を定めることができることとする。
③都道府県は、広域連携を推進するため、関係市町村及び水道事業者等を構成員とする協議会を設けることができることとする。

３．適切な資産管理の推進
①水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つように、維持及び修繕をしなければならないこととする。
②水道事業者等は、水道施設を適切に管理するための水道施設台帳を作成し、保管しなければならないこととする。
③水道事業者等は、長期的な観点から、水道施設の計画的な更新に努めなければならないこととする。
④水道事業者等は、水道施設の更新に関する費用を含むその事業に係る収支の見通しを作成し、公表するよう努めなければならない

こととする。

４．官民連携の推進
地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大臣等の許可を受けて、水道施設に関する公共施設等運

営権※を民間事業者に設定できる仕組みを導入する。
※公共施設等運営権とは、PFIの一類型で、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を地方公共団体が所有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。

５．指定給水装置工事事業者制度の改善
資質の保持や実体との乖離の防止を図るため、指定給水装置工事事業者の指定※に更新制（５年）を導入する。

※各水道事業者は給水装置（蛇口やトイレなどの給水用具・給水管）の工事を施行する者を指定でき、条例において、給水装置工事は指定給水装置工事事業者が行う旨を規定。

人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化、深刻化する人材不足等の水道の直面する課題に対応し、水道の基盤の
強化を図るため、所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日（ただし、３．②は施行の日から起算して３年を超えない範
囲内において政令で定める日までは、適用しない。）

施行期日

改正の概要

（注） 平成３０年３⽉９⽇に第１９６回国会（常会）へ提出され、継続審査となっていたが、第１９７回国会で成⽴。 ※ 厚⽣労働省作成資料を⼀部加⼯

水道法の一部を改正する法律の概要

－ 37 －



「水道財政のあり方に関する研究会」報告書における
『今後引き続き検討すべき課題』

○ 簡易水道事業は、上水道事業に比べ、給水人口密度が低いなど、経営条件の厳しいものが多いことから、従来、
一般会計からの一定の繰入について財政措置を講じ、その繰入額を前提とした経営がなされている。

○ 平成19年度からは、簡易水道事業と上水道、あるいは簡易水道事業同士の事業統合を推進しているが、現在に
おいても、簡易水道事業や統合により上水道事業となった統合水道の中でも経営基盤が脆弱な団体が見られる。

○ このため、平成31年度までの取組である簡易水道事業の統合について、成果検証を行い、水道事業との関係も含
め、今後のあるべき姿を検討する必要がある。

（１）簡易水道事業の統合の取組の検証

○ 今後、急速な人口減少が進む中、広域化等の抜本改革を進めたとしても、極めて小規模な経営条件の不利な団
体においては、既存の施設の維持が困難となる団体が出てくることも考えられる。

○ 現在、厚生労働省において、水道法に定める「水道」以外の手法による衛生的な水の供給について技術的な検討
が進められているところであり、今後、多様な給水方法のあり方について検討を進める必要がある。

（２）「水道」以外の多様な給水方法の検討

（３）ＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術の活用

○ 水道事業における職員数が減少する中、経営基盤の強化を図るためには、広域化等の様々な抜本改革に加え、Ｉ
ＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術を活用することにより、業務を効率化することが重要となる。

○ 現在、既に多くの水道事業において、浄水場等における集中監視・遠隔操作や水質の自動管理等の導入により、
浄水・配水運用の効率化・高度化が図られている。また、水道スマートメーターによる自動検針や漏水情報の自動収
集等の実証実験が実施される等、ＩＣＴ、ＩｏＴを活用した先端技術の実用化に向けた取組が進んでいる。

個別団体の経営状況の分析

平成３１年４月２２日（月）
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料金単価と料金回収率との関係

料金単価と料金回収率の関係【上水1,281団体、簡水564団体】

（出典）平成２９年度地方公営企業決算状況調査

－ 39 －



料
金
回
収
率
100
（%）

料金単価と料金回収率の関係【上水1,281団体、簡水564団体】

・料金単価は全国平均以上
・料金回収率は100％以上

・料金単価は全国平均未満
・料金回収率は100％以上

・料金単価は全国平均未満
・料金回収率は100％未満

・料金単価は全国平均以上
・料金回収率は100％未満

Ｃ Ａ

ＢＤ 料金単価全国平均173（円/㎥）

【簡易水道事業全団体】
（564団体）
・平均料金単価 164円
・平均給水原価 291円
・平均料金回収率 61.1％
・平均給水人口 3,623人
・平均管路更新率 0.82％
・平均資本費 155円
・平均１人あたり管路延長 85.4ｍ
・平均供用開始年 1965年

【上水道事業全団体】
（1,281団体）
・平均料金単価 173円
・平均給水原価 165円
・平均料金回収率 104.0％
・平均給水人口 95,373人
・平均管路更新率 0.69％
・平均資本費 75円
・平均１人あたり管路延長 11.2ｍ
・平均供用開始年 1957年

【簡易水道事業】
・28団体（5.0％）
・平均料金単価 213円
・平均給水原価 178円
・平均料金回収率 124.9％
・平均給水人口 2,733人
・平均管路更新率 0.47％
・平均資本費 67円
・平均１人あたり管路延長 28.3ｍ
・平均供用開始年 1967年

【簡易水道事業】
・244団体（43.3％）
・平均料金単価 219円
・平均給水原価 392円
・平均料金回収率 55.8％
・平均給水人口 3,449人
・平均管路更新率 0.73％
・平均資本費 213円
・平均１人あたり管路延長 153.9ｍ
・平均供用開始年 1966年

【簡易水道事業】
・34団体（6.0％）
・平均料金単価 116円
・平均給水原価 95
・平均料金回収率 127.5％
・平均給水人口 3,166人
・平均管路更新率 0.25％
・平均資本費 25円
・平均１人あたり管路延長 39.7ｍ
・平均供用開始年 1963年

【簡易水道事業】
・258団体（45.7％）
・平均料金単価 127円
・平均給水原価 256円
・平均料金回収率 50.5％
・平均給水人口 3,945人
・平均管路更新率 1.02％
・平均資本費 139円
・平均１人あたり管路延長 32.9ｍ
・平均供用開始年 1963年

【上水道事業】
・402団体（31.4％）
・平均料金単価 206円
・平均給水原価 182円
・平均料金回収率 114.2％
・平均給水人口 81,052人
・平均管路更新率 0.62％
・平均資本費 90円
・平均１人あたり管路延長 10.9ｍ
・平均供用開始年 1956年

【上水道事業】
・255団体（19.9％）
・平均料金単価 203円
・平均給水原価 220円
・平均料金回収率 83.8％
・平均給水人口 83,966人
・平均管路更新率 0.90％
・平均資本費 80円
・平均１人あたり管路延長 16.1ｍ
・平均供用開始年 1963年

【上水道事業】
・442団体（34.5％）
・平均料金単価 149円
・平均給水原価 135円
・平均料金回収率 113.9％
・平均給水人口 121,834人
・平均管路更新率 0.70％
・平均資本費 65円
・平均１人あたり管路延長 8.6ｍ
・平均供用開始年 1953年

【上水道事業】
・182団体（14.2％）
・平均料金単価 149円
・平均給水原価 166円
・平均料金回収率 85.6％
・平均給水人口 78,728人
・平均管路更新率 0.55％
・平均資本費 77円
・平均１人あたり管路延長 11.3ｍ
・平均供用開始年 1960年

（出典）平成２９年度地方公営企業決算状況調査

※料金単価・給水原価・資本費の平均
は加重平均で算出している。

同一指標における算出方法の違い

料金単価＝ 給水収益÷年間総有収水量

【法適用事業の場合】

給水原価＝ ｛経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入｝÷年間総有収水量

・経常費用の費用構成内訳

職員給与費、支払利息、減価償却費、動力費、光熱水費、通信運搬費、修繕費、材料費、薬品費、

路面復旧費、委託料、負担金、受水費、受託工事費、附帯事業費、材料及び不用品売却原価、その他費用

【法非適用事業の場合】

給水原価＝（総費用－受託工事費＋地方債償還金－繰上償還金分）÷年間総有収水量

・総費用の費用構成内訳

職員給与費、支払利息、動力費、光熱水費、通信運搬費、修繕費、材料費、薬品費、路面復旧費、

委託料、負担金、受水費、受託工事費、その他費用

○ 管路更新率＝(当該年度に更新した管路延長／管路延長)×100

○ 料金回収率＝(料金単価／給水原価)×100 （法適・法非適で異なる）

○ 資本費（上水・簡水で異なる）

【上水道事業】＝(減価償却費－長期前受金戻入＋企業債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水量

【簡易水道事業】＝ (地方債償還金＋地方債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水量

○ 簡易水道事業（572団体）のうち544団体（95.1％）は法非適用事業であることから、次のとおり、各指標の算定方法
は、法適用事業と法非適用事業、上水道事業と簡易水道事業で異なる算出方法となっているものがある。
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給水原価と料金単価の関係

給水原価と料金単価の関係【上水、簡水】

○ 上水道事業においては、大半の事業者が料金回収率100％のライン前後に分布しているが、簡水道事業においては
給水原価、料金単価にかかわらず多くの事業者が料金回収率100％を大きく下回っている。
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0 100 200 300 400 500 600 700
簡易水道 上水道

料金単価（円）

給水原価（円）

料金回収率100％

給水原価平均167円

料金単価平均173 円

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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給水原価と料金単価の関係【上水】
○ 料金回収率100％のラインに沿って事業者が集約しており、給水原価に見合った料金単価となっている傾向がある。
○ 給水原価の高い事業者においては、見合いの料金単価を確保できず、広がって分布している事業者も見られる。

料金単価181.3円
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0 100 200 300 400 500 600 700
上水道

料金単価（円）

給水原価（円）

料金回収率100％

給水原価平均165円

料金単価平均173 円

料金回収率100％以上

【上水（用供除く）】

1281事業者のうち

840事業者(65.6％）

料金回収率平均104.0％

※浪江町を除いている。

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

給水原価と料金単価の関係【簡水】

○ 給水原価平均と料金単価平均の交点が料金回収率100％を示すラインを大きく下回っている。
○ 給水原価と料金単価に相関関係が見られない。

料金単価175.5円
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簡易水道

料金単価（円）

給水原価（円）

料金回収率100％

給水原価平均291円

料金単価平均164 円

料金回収率100％以上

【簡水（法適用・法非適用】

564事業者のうち

61事業者(9.3％）

料金回収率平均61.1％

※想定企業会計、建設中の団体、異常値

と考えられる団体等を除いている。

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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料金にて回収すべき給水原価と料金単価の関係【簡水】

○ 繰出基準に基づく一般会計からの繰出額を簡易なシミュレーションで機械的に控除した場合の給水原価を試算し分析。
○ 料金回収率100％のラインに近づく事業者が増えたが、上水道事業と比較すると、なお広範囲に分布している。

0
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200

250

300

350

0 100 200 300 400 500 600 700
簡易水道

料金単価（円）

料金にて回収すべき給水原価（円）

料金回収率100％

料金にて回収すべき給水原価平均223円

料金単価平均164 円

料金回収率100％以上

【簡水（法適用・法非適用】

564事業者のうち

125事業者(19.1％）

料金回収率平均75.6 ％

※想定企業会計、建設中の団体、異常値

と考えられる団体等を除いている。

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総費用 － 受託工事費 ＋ （地方債償還金 － 繰上償還金分） × 45％（繰出基準に基づく一般会計繰出額を控除した割合）
料金にて回収すべき給水原価　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総有収水量

料金単価ごとの事業数と割合【上水、簡水】

○ 全国平均（173円）の1.5倍が260円、2倍が346円となる中、全体の2.2％の事業者が300円以上となっている。

0以上
50円未満

50円以上
100円未満

100円以上
150円未満

150円以上
200円未満

200円以上
250円未満

250円以上
300円未満

300円以上
350円未満

350円以上
400円未満

400円以上

0 33 326 480 337 90 13 2 0
11 67 142 154 112 52 15 5 6

0.0% 2.6% 25.4% 37.5% 26.3% 7.0% 1.0% 0.2% 0.0%
2.0% 11.9% 25.2% 27.3% 19.9% 9.2% 2.7% 0.9% 1.1%

0.8%
1.4%
2.2%

料金単価

上水　(事業数)

簡水　(事業数)

上水　(％)

簡水　(％)

上水計　(事業数・％)

簡水計　(事業数・％)

合計　(事業数・％)

計 料金単価300円以上満の事業数と割合料金単価300円未満の事業数と割合

41
26
15

97.8%1,804
29.2%538
68.6%1,266

0

33

326

480

337

90

13 2 011

67

142
154

112

52

15
5 6

0

100

200

300

400

500

0以上

50円未満

50円以上

100円未満

100円以上

150円未満

150円以上

200円未満

200円以上

250円未満

250円以上

300円未満

300円以上

350円未満

350円以上

400円未満

400円以上

事業数

料金単価（円）
上水 (事業数) 簡水 (事業数)

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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料金単価ごとの事業者における年間総有収水量の合計【上水、簡水】

○ 料金単価が300円以上の事業者における年間総有収水量は、全体の0.23％であり、前頁の事業数の占める割合（2.2%）
の約1/10となっている。

0以上50円未満
50円以上
100円未満

100円以上
150円未満

150円以上
200円未満

200円以上
250円未満

250円以上
300円未満

300円以上
350円未満

350円以上
400円未満

400円以上

上水 0 169,577,500 2,883,698,810 7,939,187,460 2,019,228,210 236,137,600 27,923,250 854,710 0

簡水 2,474,166 29,352,321 70,474,716 76,628,693 49,196,365 11,231,177 1,887,597 654,286 413,858

計 2,474,166 198,929,821 2,954,173,526 8,015,816,153 2,068,424,575 247,368,777 29,810,847 1,508,996 413,858

0.23%

料金単価

料金単価300円未満年間総有収水量と割合 料金単価300円未満年間総有収水量と割合

13,487,187,018 99.77% 31,733,701
合計（㎥・％）

年間総
有収水量（㎥）

0 

169,577,500 

2,883,698,810 

7,939,187,460 

2,019,228,210 

236,137,600  27,923,250  854,710  0 2,474,166 
29,352,321  70,474,716  76,628,693  49,196,365  11,231,177  1,887,597  654,286  413,858 

0

1,000,000,000

2,000,000,000

3,000,000,000

4,000,000,000

5,000,000,000

6,000,000,000

7,000,000,000

8,000,000,000

0以上50円未満 50円以上

100円未満

100円以上

150円未満

150円以上

200円未満

200円以上

250円未満

250円以上

300円未満

300円以上

350円未満

350円以上

400円未満

400円以上

年間総有収水量（㎥）

料金単価（円）

料金単価ごとの年間総有収水量

上水 簡水

100‐150円
(指定都市５団体)
川崎市、新潟市、静岡市、浜

松市、北九州市
（516,153,910）

150‐200円
東京都

（指定都市９団体）

横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸
市、岡山市、広島市

（3,206,995,670）

200‐250円
（指定都市５団体）

札幌市、仙台市、さいたま市、

千葉市、福岡市
（566,503,880）

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

給水原価の分析

１．給水原価ごとの分布
２．給水原価の内訳
３．給水原価の決定要因の分析
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１．給水原価ごとの分布

給水原価ごとの事業数と割合【上水、簡水】

○ 給水原価ごとの事業数を比較すると給水原価が100円以上250円未満の割合が大きくなっているが、全体として
簡易水道事業の給水原価が上水道事業と比較し、高い傾向にある。

0円以上50円
未満

50円以上100
円未満

100円以上
150円未満

150円以上
200円未満

200円以上
250円未満

250円以上
300円未満

300円以上
350円未満

350円以上
400円未満

400円以上
500円未満

500円以上
600円未満

600円以上
700円未満

700円以上
800円未満

800円以上
900円未満

900円以上
1000円未満

1000円以上

2 65 393 421 225 97 31 15 23 7 0 1 0 0 1 上水 165円

5 26 44 69 72 64 58 36 68 45 20 12 11 6 28 簡水 291円

0.2% 5.1% 30.7% 32.9% 17.6% 7.6% 2.4% 1.2% 1.8% 0.5% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 全体 167円

0.9% 4.6% 7.8% 12.2% 12.8% 11.3% 10.3% 6.4% 12.1% 8.0% 3.5% 2.1% 2.0% 1.1% 5.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経常費用ー（受託工事費＋材料及び不要品売却原価＋付帯事業費）－長期前受金戻入　　　　　　　   　　　　　　　　　　    　　　　　　　　   　　　　総費用－受託工事費＋地方債償還金（繰上償還分除く）
　　　　（法適用）給水原価　＝　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　　　　       　   　（法非適用）給水原価　＝　――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総有収水量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　年間総有収水量

10.3%190374 20.3%簡水計　(事業数・％)

12.0%22288.0%1,623合計　(事業数・％)

給水原価
（加重平均）

給水原価400円未満の事業数と割合 給水原価400円以上の事業数と割合計

1.7%32

給水原価

上水　(事業数)

1,249 67.7%上水計　(事業数・％)

簡水　(％)

上水　(％)

簡水　(事業数)

2

65

393

421

225

97

31
15 23

7 0 1  0  0  1 5
26

44
69 72 64 58

36

68
45

20 12  11  6 
28 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450
事業数

有収水量１㎥あたり給水原価（円）上水 (事業数) 簡水 (事業数)

※平成29年度地方公営企業決算統計
に基づき作成
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給水原価ごとの事業者における年間総有収水量の合計【上水、簡水】

○ 給水原価ごとの年間総有収水量を比較すると給水原価が100円以上250円未満の割合が大きくなっている。
○ 給水原価が400円以上の割合は全体の約0.6％しかない。

0以上50円未満
50円以上100円
未満

100円以上150
円未満

150円以上200
円未満

200円以上250
円未満

250円以上300
円未満

300円以上350
円未満

350円以上400
円未満

400円以上500
円未満

500円以上600
円未満

600円以上700
円未満

700円以上800
円未満

800円以上900
円未満

900円以上1000
円未満

1000円以上

上水 6,531,120 369,605,280 4,350,884,520 5,695,554,000 2,464,106,440 241,147,680 79,443,340 36,939,980 20,720,960 10,574,470 0 611,990 0 0 487,760
簡水 2,381,961 13,922,097 26,011,125 34,694,456 33,880,206 37,460,339 31,627,445 15,105,365 25,316,964 12,787,473 3,884,567 1,453,220 1,709,116 835,079 1,243,766
計 8,913,081 383,527,377 4,376,895,645 5,730,248,456 2,497,986,646 278,608,019 111,070,785 52,045,345 46,037,924 23,361,943 3,884,567 2,065,210 1,709,116 835,079 1,731,526

13,439,295,354 99.4% 79,625,365 0.6%

給水原価

年間総
有収水量

（㎥）

給水原価400円未満の年間総有収水量と割合 給水原価400円以上の年間総有収水量と割合
合計（㎥・％）

6,531,120 

369,605,280 

4,350,884,520 

5,695,554,000 

2,464,106,440 

241,147,680 
79,443,340 

36,939,980  20,720,960 

10,574,470  0  611,990  0  0  487,760 2,381,961  13,922,097  26,011,125  34,694,456  33,880,206  37,460,339  31,627,445  15,105,365 

25,316,964 

12,787,473 
3,884,567 

1,453,220 
1,709,116  835,079  1,243,766 

0

1,000,000,000

2,000,000,000

3,000,000,000

4,000,000,000

5,000,000,000

6,000,000,000

年間総有収水量（㎥）

有収水量１㎥あたり給水原価（円）

給水原価ごとの年間総有収水量

上水 簡水

200‐250円
東京都

仙台市

（1,590,660,670）

350‐400円
千葉市

（4,679,480）

100‐150円
指定都市８団体

（1,001,519,750）

150‐200円
(指定都市９団体)
札幌市、さいたま市、横浜市、

川崎市、名古屋市、京都市、
堺市、神戸市、福岡市

（1,692,793,560）

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

全国の給水コストの分析【上水、簡水】

○ 平均給水原価・平均料金単価と年間総有収水量をそれぞれかけ合わせ、給水コストを図示化したもの。
○ 全国の給水コストの大半を「給水原価100円以上250円未満」の事業者が占めている。

平
均
給
水
原
価

平
均
料
金
単
価

（円）

（円）

100円以上150円未満

437事業者
平均130.2円 4,377百万㎥

5,697億円

150円以上200円未満

490事業者
平均169.2円 5,731百万㎥

9,700億円

200円以上250円未満

297事業者
平均208.1円 2,498百万㎥

5,199億円

年
間
総
有
収
水
量

（百万㎥）
0

50円未満 7事業者
平均41.2円 9百万㎥ 4億円

50円以上100円未満 91事業者
平均84.6円 384百万㎥ 325億円 250円以上300円未満 161事業者 平均271.2円 278百万㎥ 754億円

300円以上350円未満 89事業者 平均322.4円 111百万㎥ 358億円

350円以上400円未満 51事業者 平均373.9円 52百万㎥ 194億円

400円以上 222事業者 平均521.3円 79百万㎥ 361億円

100円以上150円未満

468事業者
平均129.8円 2,954百万㎥

3,833億円

150円以上200円未満

634事業者
平均173.2円 8,016百万㎥

1兆3,880億円

200円以上250円未満

449事業者
平均222.0円 2,068百

万㎥

4,592億円

250円以上300円未満 142事業者 平均271.1円 247百万㎥ 671億円

300円以上350円未満 28事業者 平均319.2円 30百万㎥ 96億円

350円以上400円未満 7事業者 平均369.4円 2百万㎥ 6億円

400円以上 6事業者 平均429.2円 0.4百万㎥ 2億円

50円以上100円未満 100事業者
平均80.6円 199百万㎥ 160億円

50円未満 11事業者
平均27.0円 2百万㎥ 1億円
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全国の給水コストの分析【上水、簡水】

○給水原価区分ごとの給水コスト等

２．給水原価の内訳
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※ 資本費【簡水（法非適）】＝ (地方債償還金＋地方債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水量

給水原価の内訳【上水、簡水】

※平成29年度地方公営企業
決算統計に基づき算出

○上水道事業（給水原価 165.3円）

○簡易水道事業（法非適）（給水原価 292.3円）

※ 資本費【上水・簡水（法適）】＝(減価償却費－長期前受金戻入＋企業債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水量

75.2  19.1  17.9 14.4 11.6 6.2 20.8 

0.0 50.0 100.0 150.0

資本費 給与費計 委託料

修繕費 受水費

（資本費除く）

動力費

その他
165.3165.3

155.1 27.3 36.3 18.7
4.4
11.3 39.3

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 292.3

給水原価

内訳（円・％）

資本費 給与費計 委託料 修繕費
受水費

（資本費除く） 動力費 その他

上水道事業
165.3(円） 75.2 19.1 17.9 14.4 11.6 6.2 20.8

100.0(％） 45.5 11.6 10.8 8.7 7.0 3.8 12.6

簡易水道事業
（法適）

251.5(円） 136.9 25.8 23.7 14.5 11.6 13.0 26.2

100.0(％） 54.4 10.2 9.4 5.8 4.6 5.2 10.4

簡易水道事業
（法非適）

292.3(円） 155.1 27.3 36.3 18.7 4.4 11.3 39.3

100.0(％） 53.1 9.3 1.2 6.4 1.5 3.9 13.5

136.9  25.8  23.7  14.5 

11.6 

13.0  26.2 

250.0

251.5

100.0 250.0150.0 200.050.00.0

○簡易水道事業（法適）（給水原価 251.5円）

水道料金と料金回収率の関係【上水】

○ 計算上、料金回収率が100％となる料金水準（料金÷料金回収率）を基に各グループに分類。
○ Ｂ１、Ｄ１グループは、料金を全国平均の2倍（6,412円）としても、料金回収率が100％に満たない。

料金と料金回収率の関係（上水道事業 1,262団体）

１

２

３

参考（昨年度研究会より）
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グループごとの指標の比較

○ Ｂグループの中でも、料金回収率が100％となる料金水準が最も高いＢ１グループの指標が特に厳しい傾向にある
○ Ｂ１グループの団体を中心として、更新投資に係る支援を検討する必要があるか

団体数
料金
（円）

料金
回収率

給水人口
（人）

管路
更新率

有収水量１㎥
当たり
資本費

（円／㎥）

有収水量１㎥
当たり

管路延長
（m/㎥）

給水人口
当たり

管路延長
（m/人）

単純平均 341 3,952 113.0% 57,795 0.65% 99 0.103 10.9

中央値 341 3,834 111.2% 24,255 0.47% 96 0.095 9.8

A2 中央値 13 5,256 102.7% 11,432 0.11% 141 0.122 11.5

A3 中央値 218 4,040 108.1% 22,306 0.47% 102 0.099 10.1

A4 中央値 110 3,445 118.3% 38,358 0.52% 83 0.082 8.9

単純平均 228 4,252 85.8% 26,325 0.53% 157 0.150 15.2

中央値 228 4,179 90.1% 16,482 0.33% 139 0.125 13.3

B1 中央値 33 4,914 59.6% 6,938 0.09% 266 0.244 19.7

B2 中央値 74 4,543 86.9% 17,944 0.27% 164 0.145 14.7

B3 中央値 121 3,834 95.5% 20,525 0.44% 121 0.110 11.2

単純平均 503 2,492 113.4% 132,696 0.70% 66 0.067 8.1

中央値 503 2,538 111.0% 49,470 0.58% 67 0.062 7.2

単純平均 190 2,500 87.7% 151,876 0.55% 93 0.084 9.6

中央値 190 2,549 93.8% 30,919 0.47% 84 0.078 8.8

Ｄ1 中央値 4 2,591 28.3% 26,463 0.15% 274 0.158 13.4

Ｄ2 中央値 4 2,781 53.3% 21,327 0.02% 151 0.090 9.8

Ｄ3 中央値 46 2,883 78.4% 20,658 0.32% 111 0.090 11.5

Ｄ4 中央値 136 2,451 96.2% 35,987 0.52% 76 0.065 7.5

A

B

Ｃ

Ｄ

参考（昨年度研究会より）

「水道料金」と「料金単価」

（１） 水道料金

水道法に基づき各水道事業者が条例又は規則等により定めている料金のこと。

※ 水道法第14条･･･水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給

条件について、供給規程を定めなければならない。

（２） 料金単価

料金単価は、水道事業者における有収水量当たりの収益のこと。料金単価は以下

の式で求めることができる。

料金単価＝ 給水収益÷年間総有収水量
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（出典）平成29年度 地方公営企業決算状況調査
※有収水量１㎥当たり管路延長0.02mごとの団体ごとに上下各1/4を除いた管路更新率の

平均値をプロット
※有収水量１㎥当たり資本費25円ごとの団体ごとに上下各1/4を除いた管路更新率の平均

値をプロット

＜有収水量１㎥当たり資本費と管路更新率の関係＞

○ 経営条件の厳しい団体（次の要件①または②を満たす団体）のうち一定の経営努力を行っている（③）団体
を特別対策団体とし地方財政措置を拡充

（注1）料金徴収等の対象となった水量 （注2）補助対象分を除く減価償却費及び企業債利息等

①経営条件が厳しいこと：有収水量（注1）１㎥当たり資本費（注2）が全国平均の２倍以上
②管路更新負担が大きいこと：有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の1.5倍以上かつ有収水量１㎥当たり管路延長が

全国平均の２倍以上
③一定の経営努力を行っている：料金単価（有収水量１㎥当たり給水収益）が全国平均以上

管路更新率（％）

有収水量１㎥当たり資本費（円）

1.0%

0.8%

0.6%

0.4%

0.2%

0.0%

25 175 225 275

＜有収水量１㎥当たり管路延長と管路更新率の関係＞

1.0%

0.8%

0.6%

0.4%

0.2%

0.0%

上下1/4除きの
平均0.50％

上下1/4除きの
平均0.50％

0.020 0.060 0.140 0.180   0.220

有収水量１㎥当たり管路延長（ｍ）

管路更新率（％）

経営条件の厳しい団体の要件（特別対策団体の創設）

112 12575

（平均1.5倍）

150

（平均2.0倍）

0.100 0.108

（平均2.0倍）

「給水人口密度」と「給水区域１ha当たりの有収水量」

（１） 給水人口密度（人/ha）

現在給水人口÷給水区域面積

現在給水人口：当該年度決算に基づく、現に給水をしている年度末人口

給水区域面積：現に給水している給水区域の面積

⇒水道事業においては、地方財政措置の要件等に用いていないが、下水道事業に

おいては、処理区域内人口密度を地方財政措置の対象となる団体を分類する指

標として用いている。

（２） 給水区域１ha当たりの有収水量（以下「有収水量密度」という。）（㎥/ha）

年間総有収水量÷給水区域面積

⇒（１）に比して、人口だけでなく、工場や商業施設等の事業施設の影響も加味した

密度となる。
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３．給水原価の決定要因の分析

（１） 給水原価と管路延長の関係
（２） 給水原価と給水人口密度の関係
（３） 給水原価と有収水量密度の関係

（１） 給水原価と管路延長の関係
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給水原価と有収水量１㎥当たりの管路延長の関係【上水、簡水】

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

y = 1101.4x + 70.558
R² = 0.8952

y = 1412.1x + 42.092
R² = 0.9572

y = 1135.9x + 67.78
R² = 0.901
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簡易水道 上水道 線形 (簡易水道) 線形 (上水道) 線形 (全体)

給水原価（円）

有収水量１㎥あたり管路延長（ｍ）

給水原価と有収水量１㎥当たりの管路延長の関係【上水】

y = 1412.1x + 42.092
R² = 0.9572
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500

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70

上水道

上水道 線形 (上水道)

給水原価（円）

有収水量１㎥あたり管路延長（ｍ）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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給水原価と有収水量１㎥当たりの管路延長の関係【簡水】

y = 1101.4x + 70.558
R² = 0.8952

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70

簡易水道

簡易水道 線形 (簡易水道)

給水原価（円）

有収水量１㎥あたり管路延長（ｍ）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

有収水量１㎥当たり管路延長ごとの事業数【上水、簡水】
管路延長
0-0.05

管路延長
0.05－0.1

管路延長
0.1-0.2

管路延長
0.2-0.3

管路延長
0.3-0.4

管路延長
0.4-0.5

管路延長
0.5-0.6

管路延長
0.6-0.7

管路延長
0.7-0.8

管路延長
0.8-1.0

管路延長
1.0-1.5

管路延長
1.5-5.0

上水 219 580 385 78 14 3 1 0 0 1 0 0
簡水 4 28 164 171 83 47 26 12 9 5 6 9
上水 17.1% 45.3% 30.1% 6.1% 1.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%
簡水 0.7% 5.0% 29.1% 30.3% 14.7% 8.3% 4.6% 2.1% 1.6% 0.9% 1.1% 1.6%

管路延長

事業数

％

219

580

385

78

14
3 1 0 0 1 0 04

28

164 171

83

47
26

12 9 5 6 9
0

100

200

300

400

500

600

事業数

有収水量１㎥あたり管路延長（ｍ）上水 簡水
※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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有収水量１㎥当たり管路延長ごとの事業者における年間総有収水量の合計【上水、簡水】

管路延長0-0.05
管路延長0.05－
0.1

管路延長0.1-0.2 管路延長0.2-0.3
管路延長0.3-
0.4

管路延長0.4-
0.5

管路延長0.5-
0.6

管路延長0.6-
0.7

管路延長0.7-
0.8

管路延長0.8-
1.0

管路延長1.0-
1.5

管路延長1.5-
5.0

上水 7,392,165,840 4,719,490,910 1,037,969,880 111,378,600 12,031,820 2,555,540 290,200 0 0 724,750 0 0

簡水 4,571,631 14,680,874 89,056,007 79,960,324 31,490,526 12,569,254 5,175,903 2,545,060 898,779 773,623 187,617 403,581

管路延長（ｍ）
年間総

有収水量
（㎥）

7,392,165,840 

4,719,490,910 

1,037,969,880 

111,378,600 

12,031,820  2,555,540  290,200  0  0  724,750 

0 
0 

4,571,631  14,680,874 
89,056,007 

79,960,324  31,490,526  12,569,254  5,175,903  2,545,060  898,779  773,623 
187,617  403,581 

0

1,000,000,000

2,000,000,000

3,000,000,000

4,000,000,000

5,000,000,000

6,000,000,000

7,000,000,000

8,000,000,000

年間総有収水量（㎥）

有収水量１㎥あたり管路延長（ｍ）

管路延長ごとの年間総有収水量

上水 簡水

0‐0.05ｍ
東京都

（指定都市16団体）

（4,122,737,050）

0.05‐0.1ｍ
（指定都市３団体）

千葉市、浜松市、

岡山市
（166,916,410）

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

（２） 給水原価と給水人口密度の関係
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給水原価と給水人口密度の関係【上水、簡水】

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

簡易水道 上水道

給水原価（円）

給水人口密度（人／ha）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

給水原価と給水人口密度の関係【上水】
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給水人口密度（人／ha）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

－ 55 －



給水原価と給水人口密度の関係【簡水】
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給水原価（円）

給水人口密度（人／ha）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

有収水量１㎥当たりの管路延長と給水人口密度の関係【上水、簡水】
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0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
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有収水量１㎥当たり管路延長（ｍ）

給水人口密度（人／ha）※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

「給水区域は、原則として、字名、町名等で記載されていること。」
（出典）水道事業等の認可の手引き」（厚生労働省）

－ 56 －



給水人口密度ごとの事業数【上水、簡水】
0以上
1人未満

1以上
2人未満

2人以上
3人未満

3人以上
4人未満

4人以上
5人未満

5人以上
10人未満

10人以上
15人未満

15人以上
20人未満

20人以上
40人未満

40人以上
60人未満

60人以上
80人未満

80人以上
100人未満

100人以上

上水 47 114 111 122 105 307 163 81 140 43 28 10 10
簡水 165 101 83 41 35 68 26 16 19 5 3 0 2
上水 3.7% 8.9% 8.7% 9.5% 8.2% 24.0% 12.7% 6.3% 10.9% 3.4% 2.2% 0.8% 0.8%
簡水 29.3% 17.9% 14.7% 7.3% 6.2% 12.1% 4.6% 2.8% 3.4% 0.9% 0.5% 0.0% 0.4%

人口密度

事業数

％

47

114 111
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307

163

81

140

43
28

10 10

165

101

83

41 35

68

26
16 19

5 3 0 2
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1以上
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4人以上

5人未満

5人以上

10人未満

10人以上

15人未満

15人以上

20人未満

20人以上

40人未満

40人以上

60人未満

60人以上

80人未満

80人以上

100人未満

100人以上

事業数

人口密度(人／ha)上水 簡水

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成

給水人口密度ごとの事業者における給水人口の合計【上水、簡水】

0以上
1人未満

1人以上
2人未満

2人以上
3人未満

3人以上
4人未満

4人以上
5人未満

5人以上
10人未満

10人以上
15人未満

15人以上
20人未満

20人以上
40人未満

40人以上
60人未満

60人以上
80人未満

80人以上
100人未満

100人以上

上水 640,348 1,836,321 2,708,526 3,922,247 4,197,152 14,746,841 14,960,295 9,180,851 20,274,446 14,701,734 9,506,167 6,487,515 19,010,943

簡水 425,637 439,241 387,533 226,508 122,513 218,792 91,422 29,370 60,025 27,127 11,443 0 3,957

人口密度
給水人口
（人）

640,348 
1,836,321 

2,708,526 

3,922,247  4,197,152 

14,746,841  14,960,295 

9,180,851 

20,274,446 

14,701,734 

9,506,167 

6,487,515 

19,010,943 

425,637  439,241  387,533  226,508  122,513  218,792  91,422  29,370  60,025  27,127  11,443  0  3,957 
0
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0以上
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20人以上

40人未満

40人以上

60人未満

60人以上

80人未満

80人以上

100人未満

100人以上

給水人口（人）

人口密度（人／ha）

人口密度ごとの給水人口

給水人口

（人）上水

給水人口

（人）簡水

100人‐
東京都

川崎市、大阪市

（17,669,886）

80‐100人
横浜市

（3,739,963）

60‐80人
（指定都市３団体）

名古屋市、京都市、

福岡市
（5,430,922）

40‐60人
（指定都市６団体）

札幌市、さいたま

市、静岡市、堺市、
神戸市、広島市

（7,530,668）

20‐40人
（指定都市３団体）

仙台市、北九州市、

熊本市
（2,749,464）

10‐15人
新潟市

（791,137）

15‐20人
浜松市

（774,896）

5‐10人
（指定都市２団体）

千葉市、岡山市

（753,067）

※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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（３） 給水原価と有収水量密度の関係

給水原価と有収水量密度の関係【上水、簡水】
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※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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給水原価と有収水量密度の関係【上水】
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給水原価と有収水量密度の関係【簡水】
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※平成29年度地方公営企業決算統計に基づき作成
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オーストラリア・ニューサウスウェールズ州の地方における水道の実態 

 
2019 年 9 月 18 日 

埼玉大学大学院人文社会科学研究科 
准教授 宮﨑雅人 

 
はじめに 
 事例 

 オーストラリア・ニューサウスウェールズ（NSW）州・タムワースカウンシル

（人口 5.8 万人） ※青森県三戸町と姉妹都市 
 ムーンビ（人口約 400 人） 

 
雨水の利用 
 
なぜ雨水を利用しているのか 
 聞き取りで示されたいくつかの理由（個人の見解） 
 
タムワースの水道とダム 
 タムワースの水供給の供給源 
 ムーンビにはタムワースからパイプラインで水が送られている 
 
雨水利用に対する規制 
 州は地方（rural Australia）における飲料水の供給源として雨水タンクが広く利用さ

れていることを認めている 
 州は水質ガイドラインを示している 
 都市部については、非飲用用途として公共の水供給を補完するものとして位置づけ

られる 
 
給水ステーション 
 タムワースカウンシルは自治体内に９つの給水ステーション（Bulk Water Filling 

Stations）を設置 
 ただし、水不足による給水制限がかかっている現在、５つの地域で利用できない… 
 
おわりに 
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自治体様と上水 共同実証実験を2020年度
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